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　「JICA　ボランティア選考支援業務」 

民間競争入札実施要項(案) 

 平成 24 年 9 月 18 日 

独立行政法人国際協力機構 

 
1. 趣旨 

 競争の導入による公共サービスの改革に関する法律(平成 18 年法律第 51 号、以下「法」と

いう。) に基づく競争の導入による公共サービスの改革については、公共サービスによる利益

を享受する国民の立場に立って、公共サービス全般について不断の見直しを行い、その実施

について、透明かつ公正な競争の下で民間企業の創意と工夫を適切に反映させることにより、

国民のため、より良質かつ低廉な公共サービスを実現することを目指すものである。 

 上記を踏まえ、独立行政法人国際協力機構理事長は、公共サービス改革基本方針(平成24

年 7 月 20 日閣議決定)別表において民間競争入札の対象として選定された JICA ボランティ

ア選考支援業務委託契約(以下「委託業務」という。) について、公共サービス改革基本方針

に従って、民間競争入札実施要項 (以下「実施要項」という。) を定めるものとする。 

なお、平成21年度以降のJICAボランティア事業支援業務契約の見直しの経緯及び募集、

選考、訓練から派遣、帰国に至るまでのボランティア事業の流れについては別添1を参照のこ

と。 

 

2.選考支援業務の詳細な内容及びその実施に当たり確保されるべき選考支援業務の質に関

する事項 

(1)ボランティア事業の概要 

独立行政法人国際協力機構(以下、「機構」という。)は、国民、一般社団法人、一般財団法

人、特定非営利活動促進法(平成 10 年法律第 7 号)第 2 条第 2 項の特定非営利活動法人そ

の他民間の団体等の奉仕活動又は地方公共団体若しくは大学の活動であって、開発途上地

域の住民を対象として当該開発途上地域の経済及び社会の開発又は復興への協力を促進し、

及び助長するため、次の業務を行っている。  

イ 開発途上地域の住民と一体となって行う国民等の協力活動を志望する個人の募集、選考

及び訓練を行い、並びにその訓練のための施設を設置し、及び運営すること。  

ロ 条約その他の国際約束に基づき、イの選考及び訓練を受けた者を開発途上地域に派遣

すること。  

 

(2)選考支援業務の概要 

機構は、ボランティア派遣事業への応募者の中から、奉仕の精神を有し、日本とは異なる文

化や環境の中での生活に耐えうる体力及び精神力並びに活動を行うに十分な技術力を持つ

と認められる個人を選考する。 
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選考は、長期ボランティアについては年2回（春（5月中旬から8月下旬頃）及び秋（11月中

旬から2月下旬頃））、短期ボランティア及びシニア海外ボランティア新登録制度については年

4回（6月上旬、9月中旬、12 月中旬、3月中旬から約 2か月～3か月程度）行うが、その前後

においても事前準備、事後処理の業務が求められる。また、公立学校及び国立大学付属学

校の教員が、文部科学省の推薦により、「教員」としての身分を保持したまま参加する「現職教

員特別参加制度」、及び一定の実務経験のあるお勤めの方が、所属先の推薦を受け、所属先

に身分を置いたまま参加する「働く人の所属先推薦制度」を活用した応募者についても、一次

技術審査免除となる点を除き一般の長期ボランティアと同様の選考を行う。なお、各企業のニ

ーズに合わせ、受入れ国や活動内容、職種、派遣期間等をカスタマイズし派遣する「民間連

携ボランティア制度」では、随時の対応が必要となる。 

 

(3)委託業務の内容 

 委託業務の対象範囲は以下のとおりとする。長期ボランティア、短期ボランティア、シニア海

外ボランティア新登録制度の基本的な業務の流れは、以下のとおり共通しているが、詳細に

ついては（イ）以下を参照のこと。 

1）応募受付業務 

2）一次選考事前準備業務 

3）一次選考業務 

4）二次選考事前準備業務 

5）二次選考業務 

6）選考後処理業務 

7）オファー・繰上対応業務 

 

 (イ)各業務の内容（長期ボランティア/JOCV、SV 年 2 回(春及び秋)、各回 JOCV 応募者

2000 名、SV600 名程度（実績は別紙 4 を参照）） 

選考業務区分 業務内容 

1）応募受付業務 

4 月、10 月上旬より

6週間程度 

① 内容確認 

② 応募者データ登録等 

③ 応募者へ受験番号通知 

2）一次選考事前準備

業務 

5 月中旬、11 月中旬

より 3 週間程度 

① 選考作業日程の決定 

② 技術審査準備作業 

③ 応募状況データの作成 

④ 健康診断書のチェック※依頼 

※本業務については医療従事者(看護師)とする。 

3）一次選考業務 

5 月下旬、11 月下旬

① 技術審査書類結果の回収及び入力 

② 健康診断結果の回収及び入力 
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より 3週間程度 ③ 合否判定会議資料の作成 

④ 一次合否通知案の作成および受験者への結果送付 

⑤ 一次選考状況のデータ作成 

4）二次選考事前準備

業務 

6 月上旬、12 月上旬

より 4 週間程度 

①  二次選考日程案の作成 

②  選考関係者（人物面接委員、職種担当（JOCV のみ）等）へ

の選考書類の送付 

③ 二次選考会場の手配 

5）二次選考業務 

6 月下旬、12 月下旬

より 6週間程度 

① 二次選考会場の設営及び運営支援(東京及び地方) 

② 二次選考結果の回収及び入力 

③ 健康診断審査補助※ 

④ 再検査対象者の健康診断結果の回収、ﾁｪｯｸ※依頼及び入力 

⑤ 合否判定会議資料の作成 

⑥ 二次合否通知案の作成および受験者への 合否結果送付 

⑦ 二次選考状況データの作成 

※本業務については医療従事者(看護師)とする。 

6）選考後処理業務 

8 月上旬、2 月上旬よ

り 4 週間程度 

① 謝金等経費処理 

② 選考統計データの作成 

③ ボランティア参加同意書の回収 

④ 訓練・研修用データの作成 

⑤ 資格取得指示、進捗管理、とりまとめ（JOCV のみ） 

⑥ 健康診断指示、結果回収、精算処理 

7）オファー(注 1)・繰

上対応業務 

8 月下旬、2 月下旬よ

り随時発生 

① 技術審査準備、結果の回収及び入力 

② 候補者打診 

③ 合格通知案の作成及び結果送付 

8）選考データの管理 ① 応募書類の受付、内容確認、不備ﾁｪｯｸ、データ入力及び管理 

② 一次選考結果の入力及び管理 

③ 二次選考結果の入力及び管理 

④ 受験者旅費データの入力及び管理 

⑤ 技術専門委員謝金データの入力及び管理 

⑥ 資格取得指示者のデータ入力及び管理 

⑦ 健康診断指示者（訓練所入所者）のデータ入力及び管理 

⑧ 登録者、補欠者のデータ入力及び管理 

※①～⑧について必要な簡易ソフトは各社で準備（Eｘcel、Filemaker

等で作成可能ﾚﾍﾞﾙ） 
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9)その他 ① 民間連携ボランティア(年間 50 名程度)の選考 

②  その他上記に付随する業務 

（注1） オファーとは各選考で登録になった方々を対象に在外より提出される要請を指す。 

 

(ロ)各業務の内容（短期ボランティア/JOCV、SV 年 4 回 各回 100 名程度（実績は別紙 4 を

参照））  

選考業務区分 業務内容 

1）応募受付業務 

1 週間程度 

① 内容確認 

② 応募者データ登録等 

2）一次選考事前準備

業務 

1 週間程度 

① 選考作業日程の決定 

② 技術審査準備作業 

③ 応募状況データの作成 

④ 健康診断書のチェック※依頼 

※本業務については医療従事者(看護師)とする。 

3）一次選考業務 

2 週間程度 

① 技術審査書類結果の回収及び入力 

② 健康診断結果の回収及び入力 

③ 合否判定会議資料の作成 

④ 一次合否通知案の作成および受験者への結果送付 

⑤ 一次選考状況のデータ作成 

4）二次選考事前準備

業務 

1 週間程度 

① 二次選考日程案の作成 

② 選考関係者（人物面接委員）への選考書類の送付 

③ 二次選考会場の手配 

5）二次選考業務 

2 週間程度 

① 二次選考会場の設営及び運営支援 

② 二次選考結果の回収及び入力 

③ 再検査対象者の健康診断結果の回収、ﾁｪｯｸ※依頼及び入力 

④ 合否判定会議資料の作成 

⑤ 二次合否通知案の作成および受験者への 合否結果送付 

⑥ 二次選考状況データの作成 

※本業務については医療従事者(看護師)とする。 

6）選考後処理業務 

2 週間程度 

① 謝金等経費処理 

② 選考統計データの作成 

③ ボランティア参加同意書の回収 

④ 訓練・研修用データの作成 

7）オファー・繰上対応

業務 

① 技術審査準備、結果の回収及び入力 

② 候補者打診 
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合否確定後、随時発

生 

③ 合格通知案の作成及び結果送付 

8）選考データの管理 ① 応募書類の受付、内容確認、不備ﾁｪｯｸ、データ入力及び管理 

② 一次選考結果の入力及び管理 

③ 二次選考結果の入力及び管理 

④ 受験者旅費データの入力及び管理 

⑤ 技術専門委員謝金データの入力及び管理 

⑥ 健康診断指示者のデータ入力及び管理 

⑦ 登録者のデータ入力及び管理 

※①～⑦について必要な簡易ソフトは各社で準備（Eｘcel、Filemaker

等で作成可能ﾚﾍﾞﾙ） 
9)その他 ① その他上記に付随する業務 

 

 (ハ)各業務の内容（シニア海外ボランティア新登録制度、年 4回、各回 30 名程度） 

選考業務区分 業務内容 

1）応募受付業務 

1 週間程度 

① 内容確認 

② 応募者データ登録等 

2）一次選考事前準備

業務 

1 週間程度 

① 選考作業日程の決定 

② 技術審査準備作業 

③ 応募状況データの作成 

④ 健康診断書のチェック※依頼 

※本業務については医療従事者(看護師)とする。 

3）一次選考業務 

2 週間程度 

① 技術審査書類結果の回収及び入力 

② 健康診断結果の回収及び入力 

③ 合否判定会議資料の作成 

④ 一次合否通知案の作成および受験者への結果送付 

⑤ 一次選考状況のデータ作成 

4）二次選考事前準備

業務 

1 週間程度 

① 二次選考日程案の作成 

② 選考関係者（人物面接委員）への選考書類の送付 

③ 二次選考会場の手配 

5）二次選考業務 

2 週間程度 

① 二次選考会場の設営及び運営支援 

② 二次選考結果の回収及び入力 

③ 再検査対象者の健康診断結果の回収、ﾁｪｯｸ※依頼、及び入力 

④ 合否判定会議資料の作成 

⑤ 二次合否通知案の作成および受験者への 合否結果送付 

⑥ 二次選考状況データの作成 
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※本業務については医療従事者(看護師)とする。 

6）選考後処理業務 

2 週間程度 

① 謝金等経費処理 

② 選考統計データの作成 

③ ボランティア参加同意書の回収 

④ 訓練・研修用データの作成 

7）オファー・繰上対応

業務 

合否確定後、年間を

通して随時発生 

① 技術審査準備、結果の回収及び入力 

② 候補者打診 

③ 合格通知案の作成及び結果送付 

8）選考データの管理 ① 応募書類の受付、内容確認、不備ﾁｪｯｸ、データ入力及び管理 

② 一次選考結果の入力及び管理 

③ 二次選考結果の入力及び管理 

④ 受験者旅費データの入力及び管理 

⑤ 技術専門委員謝金データの入力及び管理 

⑥ 健康診断指示者のデータ入力及び管理 

⑦ 登録者データ入力及び管理 

※①～⑦について必要な簡易ソフトは各社で準備（Eｘcel、Filemaker

等で作成可能ﾚﾍﾞﾙ） 
9)その他 ① その他上記に付随する業務 

 

(4)民間競争入札の対象となる委託業務の実施場所 

原則として業務の実施場所は機構より提供はない。但し、各種データをとりまとめ、ボランテ

ィアシステムに取り込む等、機構のネットワークにアクセスしなければならない場合は、必要に

応じて機構内での業務を認める。 

 

(5)入札対象事業の実施に当たり確保されるべきサービスの質 

イ．選考情報の正確性の保持 

機構がボランティアの選考過程において必要とする選考データをはじめ、各種データを正確

に入力、管理し、求められた時には指定の形で提供すること。またボランティアシステム（ボラ

ンティアに関する個人情報、選考情報及び派遣情報を管理するシステム）への取り込み、同シ

ステムからの打ちだし等に際し、誤りがなく正確に行うこと（これまでの選考データ管理間違い

件数は 0 件）。 

ロ．情報漏えいの防止 

本業務はJOCV（各募集期2000人程度）、SV（各募集期700人程度）に代表されるよう多数の

受験者がおり、これらの応募者調書をはじめ、大量の個人情報を取り扱うことから、情報漏え

い防止をはじめとする情報セキュリティを確保するための体制を整備した上で業務が行われ、
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情報漏えいが一度もないこと（これまでの情報漏えい件数は 0 件）。個人情報の盗難、亡失及

び漏洩の防止に関する具体的かつ現実的な計画が立案・実施されること。特に、個人情報の

各プロセス（取得、利用・加工、保管、受渡及び廃棄）において、確実に個人情報の管理が実

行されること。 

ハ．受験者に配慮する形での業務の実施 

長期ボランティアの選考会場は北海道から沖縄まで、全国 10 カ所程度を予定している(各会

場の受験者数の想定は別添 2参照)。これらの会場に受験者が迷わずに参集できるよう、案内

等に工夫をすること。また、合否通知など受験者に提供されるべき情報が遅滞なく発送される

よう、発送漏れや到着確認漏れがないこと。受験者に配慮して業務を実施すること。 

ニ．円滑な二次選考会場運営 

会場は原則として、機構の国内機関において実施することを想定しているが、別途会場等手

配が必要な場合でも、受験者全員の収容が可能となる試験会場を確保するとともに、会場周

辺住民の生活環境や交通トラブル防止に配慮すること。二次選考会場運営については、地方

で実施する場合も含め、混乱のないよう手順を考え、選考会場運営上のトラブルなく実施する

こと。受験者等の安全衛生について十分配慮するとともに災害発生時の連絡及び避難誘導

に関する業務が適切に行える体制を整えておくこと。 

ホ．積極的なｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ及び円滑な連絡調整の実施 

本選考業務には各職種の技術専門委員等の外部関係者、人物面接委員（機構管理職）、機

構国際協力人材部健康管理課職員、青年海外協力隊事務局職員などの内部関係者などが

多数、様々な形でかかわっている。関係者が多いことから、これら関係者と積極的にｺﾐｭﾆｹｰｼ

ｮﾝをとり、トラブル等なく円滑な連絡調整を行うこと。内外の関係者からクレームが寄せられな

いこと（これまでの業務運営・連絡調整に関するクレーム件数は 0件）。 

ヘ．これらのサービスの質を確保するための体制の構築 

上記業務を正確に行うための業務体制を整えること。また、万が一、選考データ管理の間違い、

受験者からのクレーム等、事故が発生した場合には報告を早急に行い、迅速で丁寧な対応が

できる体制を構築しておくこと。 

 

(6)機構が行う必要な情報の提供及び助言 

委託業務は民間事業者の創意工夫を最大限に活用して運営されることとなるが、機構は、

必要に応じて機構が保有する情報の提供や助言などを行い、委託業務が円滑に実施できる

よう支援する。 

 

(7)契約の形態及び支払い 

イ.契約形態 

契約形態は、選考支援業務を一契約とした業務委託契約とする。 

ロ.委託費の支払い 
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民間事業者は、実施に要した経費について、機構に報告しなければならない。機構は、各

四半期の業務が完了した段階で、民間事業者からの報告に基づき、以下の経費について、

機構の規程等に基づき実費を支払う。機構は、委託業務が適正に実行されていることを確認

し、結果を民間事業者へ通知する。民間事業者は業務確認通知を受けてから、当該期間の

契約金額にかかる請求書を機構に提出し、機構は適法なる請求書を受理してから起算して30

日以内に口座振込み等の方法により民間事業者に支払うものとする。 

（受験者にかかる経費） 

・二次選考受験者の選考会場までの旅費 

・二次選考受験者の再検査に係る健康診断料 

・二次選考合格者の訓練入所前健康診断料 

(技術専門委員にかかる経費) 

・技術専門委員への問題作成、採点、二次選考関連の謝金 

（二次選考にかかる経費） 

・受託者の旅費、宿泊費 

・二次選考会場借料 

（選考に伴う資料作成にかかる経費） 

・合否通知等の印刷費 

・資料作成に伴う紙購入費 

・不要となった資料の溶解処理費 

・その他、必要な直接経費 

 

３．実施期間に関する事項 

業務委託契約の契約期間は、平成25年 4月 1日から平成 28年 3 月 31 日までとし、業

務開始日を平成 25 年 4月 1 日とする。 

 

４．入札参加資格に関する事項 

(１)法第 15 条において準用する法第 10 条(第 11 号を除く。)に該当しない者であること。 

(２)独立行政法人国際協力機構一般契約事務取扱細則(平成 15 年 10 月 1 日細則(調)第 8

号)第 4 条の規定に該当しない者であること。 

(3) 公告日において平成22･23･24 年度全省庁統一資格の「役務の提供等」の「A」、「B」、「C」

又は「D」の等級に格付けされ競争参加資格を有する者。 

(4) 機構もしくは全省庁統一資格における国の機関の指名停止措置要領に基づく指名停止
を受けている期間中でないこと。 

（5）上記(3)における登録者でない者で本件の参加希望する者は、本件に限って機構が実施

する資格審査(簡易)を受けることができる。 

（6)共同企業体の結成 
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 以下の条件の範囲において共同企業体の結成を認める。 

イ． 総括は共同企業体の代表となる民間事業者の従業員とすること。 

ロ． 構成員になれる民間事業者は、代表となる民間事業者と同様に上記(1)から(5)で示す条

件を満たすこと。 

ハ． 共同企業体を結成する場合、共同企業体結成に関する協定書(又はこれに類する書

類)を作成すること。 

 

【定義】 

<共同企業体>：複数の民間事業者が、それぞれの民間事業者の特徴を相互に補完し、構成員相互の

信頼と協調を元に連帯責任をもって業務を実施する場合に構成する企業体 

 

 

５．民間競争入札に参加する者の募集 

(1)入札に係るスケジュール 

イ.入札公告：平成 24 年 12 月上旬頃 

ロ.入札説明会：平成 24年 12 月中旬頃 

ハ.質問受付期限：平成 24 年 12 月下旬頃 

ニ.入札書提出期限：平成 25 年 1 月中旬頃 

ホ.プレゼンテーション：平成 25 年 1月中旬頃 

ヘ.企画書の審査：平成 25 年 1 月下旬頃 

ト.開札及び落札者の決定：平成 25年 2 月上旬頃 

チ.事業開始日：平成 25年 4 月１日 

 

(2)入札の実施手続き 

イ.提出書類 

民間競争入札に参加する者(以下「入札参加者」という。)は、次に掲げる書類を別に定める

入札公告書及び入札説明書に記載された期日と方法により、機構が指定する場所まで提出

すること。 

(イ)入札金額(契約期間内の管理費を含めた人件費及び物件費の総額の 105 分の 100)に相

当する金額。 

(ロ)総合評価のための委託業務の具体的な方法及びその質の確保の方法等に関する書類

(以下「企画書」という。) 

(ハ) 全省庁統一資格審査結果通知書(写)若しくは国際協力機構競争参加資格確認通知書

(写) 

(ニ)法第 15条において準用する法第 10条の規定する欠格事由のうち、暴力団排除に関する

規定について評価するために必要な書類。 
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（ホ）共同企業体での参加の場合は、共同企業体結成に関する協定書又はこれに類する書類 

 

(3)企画書の内容 

入札参加者が提出する企画書には、企画提案の内容として明らかにされる業務の質に関

する評価を受けるため、次の事項を記載又は添付すること。その際、機構が様式を指定する

内容については、その様式に従い記載すること。 

イ.事業概要【様式 1】 

主たる事業の概要、従業員数、事業所の所在地、代表者略歴及び主要株主構成並びに他

の者との間で競争の導入による公共サービスの改革に関する法律施行令(平成 18 年政令第 

228 号)第 3 条に規定する特定支配関係にある場合には、その者(以下「親会社等」という。)

に関する上記情報。その他会社概要誌等を添付。 

 

ロ．類似業務実績【様式 2】 

 本実施要項 2.（3）で示す業務の過去 3 年間の類似業務の実績を記載すること。 

 

ハ．商業登記簿謄本 

 

ニ.法人税並びに消費税及び地方消費税の納税証明書(直近のもの) 

 

ホ.直近 3 期分の法人税確定申告書の写（税務署受付印のある申請書一式。財務諸表(該当

する場合は、連結も含む)も添付すること。なお、直近の決算月が入札日から 3 か月以上遡る

場合は、入札日が属する月の前月末までの残高試算表を添付すること。） 

 

ヘ．業務実施体制及び業務従事者【様式 3】 

(イ)業務実施体制 

ａ．組織体制、要員計画及びバックアップ体制 

ｂ. 総括者名、主任名及びスタッフ名と役割分担 

ｃ．機構，関係者との連絡体制(緊急時の対応を含む) 

(ロ)業務従事者の経歴、能力(業務総括者、主任については、データ処理業務、一般事務等

類似業務に従事した実績を詳しく記載すること) 

 

ト.事業計画 

以下の項目を記載すること。 

(イ)業務実施の基本方針【様式 4】 

ａ.ボランティア事業の概要及び事業の実施に当たり確保されるべきサービスの質を踏まえ

た業務実施の基本方針 
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ｂ．業務実施スケジュール、業務実施方法及び各選考過程での準備、実施、評価に際して

の留意事項 

(ロ)クレームやトラブル等の事故防止対策、情報セキュリティ対策、各種ハラスメント防止につ

いての考え方及び社内研修等の実施状況【様式 5】 

 

チ．質の確保に関する考え方【様式 6】 

本業務で確保すべき質の確保に対する考え方を記載する。 

 

リ.業務実施方法【様式 7、8】 

2.(3)に挙げる本業務の内容について、応札者の具体的な実施方法を記載する。業務が確

実に履行されることを示す根拠や、同業他社と比較した際の優位性を記述すると共に、業務コ

スト削減に繋がる具体的な提案を記述する。 

 

ヌ.再委託に関する事項【様式 9】 

本実施要項 8.(3)ヌ.により本業務の一部についてやむを得ず再委託を行う場合は、再委託

する業務の内容、企業名、住所、再委託先の業務履行能力、調達方法、報告徴収その他の

業務管理の方法を具体的に記載すること。なお、調達方法は原則として競争参加意思確認公

募によるものとするが、それによらない場合、調達方法及び理由を記載すること。 

 

ル．資格審査申請書【様式 10】 

 

６．落札者を決定するための評価の基準その他落札者の決定に関する事項 

選考支援業務を実施する者(以下本項において「落札者」という。) の決定は、総合評価落

札方式によるものとする。 

(1)評価配点 

 評価にあたっては、300点の範囲で配点を行い、技術評価と価格評価に区分し、配点をそれ

ぞれ 200 点、100 点とする。 

 

(2)技術評価の方法 

 技術評価は以下のイ.必須審査項目及びロ.加点審査項目に基づいて行う。 

イ.必須審査項目 

次の必須審査項目については、その全てを満たした提案には基礎点 50 点を与え、その一

つでも欠ける提案は不合格とする。 

ロ.加点審査項目 

 上記、イ.必須審査項目を全て満たした提案については、以下の各項目について配点基準

に従い採点を行い、加点審査とする(0 点～150 点)。 
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評価項目 配点 

イ.必須審査項目   50 

(イ) 経済的基盤   

a. 

委託業務を確実に追行できるだけの経理的基盤を有している

こと。                                                                     

（評価項目）直近 3期分及び直近の決算期以降入札日が属

する月の前月末までにおいて債務超過の状態にないこと。 

- 

(ロ) 実施体制   

a. 
委託業務を遂行可能な人数が確保されているか。また、人員

のバックアップ体制が確立しているか（緊急時の対応含む）。 
- 

b. 
委託業務を円滑に実施するために必要な役割分担、業務従

事者の配置及び機構との連絡体制等が示されているか。 
- 

(ハ) 事業計画   

a. 

業務実施方針及び方法は、ボランティア事業及び事業の実

施に当たり確保されるべきサービスの質を踏まえたものとなっ

ているか。 

- 

(ニ) 情報セキュリティ等   

a. 
情報セキュリティ対策は機構の「情報セキュリティ管理規程（別

紙 7 参照）」を遵守しているか。 
- 

b. 

情報漏洩防止をはじめとする情報セキュリティを確保するため

の体制を整備し、責任者を配置すると共に、各種マニュアル

を作成しているか。 

- 

c. 
コンプライアンスに関し、資格・認証（プライバシーマークまた

は ISO27001 等）を有するか 
 

ロ.加点審査項目   150 

(イ) 民間事業者の経験・能力等 <10> 

a. 
過去に類似業務（データ処理業務、一般事務等）の実務経験

等を行った実績の有無。 
【10】 

(ロ) 業務の実施体制、実施方針等 <110> 

a. 
本 JICA ボランティア選考支援業務を円滑かつ効率的に実施

するための体制が提案されているか。 
【10】 
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b. 
経歴、能力等、円滑に業務を運営するための人材を確保して

いるか。 
【10】 

c. 
機構が求めているサービスの質を確保するための体制等が

提案されているか 
【50】 

・ 

選考情報の正確性の保持：選考データをはじめ、各種データ

を正確に入力、管理し、求められた時には指定の形で提供す

るための提案 

[10] 

・ 

積極的なｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ及び円滑な連絡調整の実施：多くの関

係者とｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝをとり、円滑に連絡調整を進めていくため

の提案 

[10] 

・ 
受験者に配慮する形での業務の実施：受験者に正確に情報

を提供するための提案 
[10] 

・ 
円滑な二次選考会場運営：当日の円滑な会場運営に関する

提案 
[10] 

・ その他の提案事項（エコ対応に関する提案等） [10] 

d. 情報セキュリティ等 【40】 

     ・ 
情報セキュリティについて、個人情報の盗難、亡失及び漏洩

の防止に関する具体的かつ現実的な計画を立案しているか。 
［20］ 

     ・ 
クレームやトラブル等の事故防止対策、各種ハラスメント防止

のための社員向け研修の実施等の手立てを講じているか。 
［20］ 

(ハ) 業務従事者の経験・能力等 <30> 

a. 

業務総括者は、本 JICA ボランティア選考支援業務の多様な

業務の総括を行えるマネジメント力を有し、類似業務（データ

処理業務、一般事務等）の経験があるか。 

【15】 

b. 

各主任又はスタッフは、本 JICA ボランティア選考支援業務を

適切に行える能力、類似業務（データ処理業務、一般事務

等）の経験があるか。 

【15】 

技術評価点合計   200 

 

(3)価格評価の方法 

 価格点については以下の評価方式により算出する。 

 入札価格に対する価格点=価格点の配分(100 点)×(1－入札価格/予定価格) 
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(4)落札者の決定方法 

イ.加算方式による総合評価落札方式とする。契約担当役から競争参加資格の確認を受け、

企画書を持参した入札者で、上記イ.の評価方法における必須審査項目を全て満たし、機構

の会計規程第 25 条の規定に基づいて作成された予定価格の範囲内で、かつ、加点審査項

目における得点に上記ハ.の評価方法における入札価格の得点を加えて得られた値が最も高

い者で有効な入札を行った者を落札者とする。 

ロ.必須審査項目を満たしている者のうち、予定価格の制限に達した価格の入札がない場合

は、直ちに再度の入札を行う。再入札を 2 回まで行っても落札者がいないときは、入札条件を

見直し、再度入札公告に付すこととする。 

ハ．落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により委託業務の内容に適合した履

行がなされないおそれがあると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公正な取

引の秩序を乱すことになるおそれがあって著しく不適当であると認められるときは、予定価格

の範囲内の価格をもって入札した者のうち、総合評価点が最も高い 1 者を落札者とすることが

ある。 

ニ.開札の結果、落札者となるべき者が 2 者以上ある時は、直ちに当該入札参加者又はその

代理人にくじを引かせて落札者を決定するものとする。この場合において、入札参加者又はそ

の代理人が直接くじを引くことができないときは、入札執行事務に関係のない職員がこれに代

わってくじを引き、落札者を決定するものとする。 

ホ．機構は、落札者が決定したときは、遅滞なく、落札者の氏名又は名称、落札金額、落札者

の総合評価等について公表するものとする。 

 

(5)落札者が決定しなかった場合の措置 

機構は、初回の入札において入札参加者がなかった場合、必須審査項目を全て満たす入

札参加者がなかった場合又は再度の入札を行ってもなお落札者が決定しなかった場合は、

入札条件等を見直した後、再度公告を行う。また、機構は、選考業務等を実施する時間が十

分に確保できない等、やむを得ない場合には、入札対象事業を自ら実施することができる。こ

の場合において、機構はその理由を公表するとともに官民競争入札等監理委員会に報告す

る。  

 

７．入札対象事業における従来の実施状況に関する情報の開示に関する事項 

別紙 1～5 のとおりとする。 

 

 

８．民間事業者が機構に報告すべき事項、秘密を適正に取り扱うために必要な措置、その他

業務委託の適正かつ確実な実施の確保のために民間事業者が講ずべき事項 

(１)民間事業者が機構に報告すべき事項、機構の指示により講ずべき事項 
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イ.報告等 

(イ) 民間事業者は、委託業務の実施状況について、契約締結日から起算して 3 ヶ月を経過

するごとに、 経過の日から 1 月以内に、委託業務の実施状況を「四半期報告」として、機構

に報告しなくてはならない。ただし、第 4 四半期については、業務完了後速やかに提出するも

のとする。報告すべき内容は事業の実施に当り確保されるべきサービスの質に掲げる項目を

中心とする。 

また、報告書の作成に当ってはグリーン購入法の基準に適合した仕様とする。なお、グリー

ン購入法の基準については、以下のＵＲＬを参照のこと。 

(http://www.env.go.jp/policy/hozen/green/g-law/index.html) 

 (ロ)民間事業者は、本件事業に関するクレームやトラブルについて、その内容及び対処方針

を速やかに機構に報告しなければならない。 

ロ.調査 

(イ)機構は、委託業務の適正かつ確実な実施を確保するために、必要があると認めるときは、

法第 26 条第 1 項に基づき、民間事業者に対し、必要な報告を求め、又は民間事業者の事

務所に立ち入り、委託業務の実施の状況若しくは帳票、書類その他の物件を検査し、若しくは

関係者に質問することができる。 

(ロ)立入検査をする機構の職員は、検査等を行う際には、当該検査が法第 26 条第 1 項に

基づくものであることを民間事業者に明示するとともに、その身分を示す証明書を携帯し、関

係者に提示するものとする。 

ハ．指示 

(イ)機構は、委託業務を適正かつ的確に実施させるために、民間事業者に対し、必要な措置

をとるべきことを指示することができる。 

(ロ)機構は、選考情報の正確性、情報セキュリティの確保、クレームやトラブルの対応状況等

により委託業務が適切なものであるかの確認を行い、不適切と判断する場合には、実施方法、

実施計画の変更を求める。 

 

(2)秘密を適正に取り扱うために必要な措置 

イ.個人情報の保護並びに秘密の保持 

(イ)民間事業者は、機構が定める情報セキュリティに関する規定を遵守し、機構と同等の情報

セキュリティ対策を講じなければならない。 

(ロ)民間事業者は、個人情報を収集及び保管し、又は使用するに当たっては、委託業務の実

施に必要な範囲内でこれらの個人情報を収集及び保管し、又は使用しなければならない。 

(ハ)民間事業者は、個人情報を適正に管理するために必要な措置を講じなければならない。 

(ニ)民間事業者、その役職員その他委託業務に従事する者又は従事していた者は、委託業

務の実施に関して知り得た秘密を漏らし、又は盗用してはならない。これらの者が秘密を漏ら

し、又は盗用した場合には、法第 54 条により罰則の適用がある。 

http://www.env.go.jp/policy/hozen/green/g-law/index.html
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(3)契約に基づき民間事業者が講ずべき措置 

イ.事業の開始及び中止 

(イ)民間事業者は、契約が締結された日から委託業務を開始すること。 

(ロ)民間事業者は、やむを得ない理由により委託業務を中止しようとするときは、あらかじめ機

構の承認を得なければならない。この場合において、民間事業者は、中止を決定した日が属

する月の翌月末までに、中止時点までの委託業務の実施内容、及び実施に要した経費につ

いて、機構に報告しなければならない。機構は中止を決定した時点までに民間事業者が事業

実施のために要した経費を除き、委託業務についての委託費の支払いは行わない。 

(ハ)機構は、やむを得ない理由により委託業務を中止しようとするときは、あらかじめ民間事業

者に通知しなければならない。この場合において、民間事業者は、中止を決定した日が属す

る月の翌月末までに、中止時点までの委託業務の実施内容、及び実施に要した経費につい

て、機構に報告しなければならない。機構は中止を決定した時点までに民間事業者が事業実

施のために要した経費を除き、委託業務についての委託費の支払いは行わない。 

 

ロ.公正な取扱い 

民間事業者は、委託業務の実施において、応募者を合理的な理由なく区別してはならな

い。 

 

ハ.金品等の授受の禁止 

民間事業者は、委託業務において機構が認める場合を除き、金品等を受け取ること又は与

えることをしてはならない。 

 

ニ.宣伝行為の禁止 

民間事業者及びその事業に従事する者は、「独立行政法人国際協力機構」、「JICA」、「青

年海外協力隊事務局」、「青年海外協力隊事務局二本松訓練所」及び「青年海外協力隊事

務局駒ヶ根訓練所」の名称並びに機構の保有するロゴなどを委託業務以外の自ら行う事業の

宣伝に用いてはならない(一般的な会社案内資料において列挙される事業内容や受注業務

の一つとして事実のみ簡潔に記載する場合は除く。)。また、自ら行う事業が委託業務「ＪＩＣＡ

ボランティア選考支援業務」の一部であるかのように誤認されるおそれのある行為をしてはなら

ない。  

 

ホ.機構との契約によらない自らの事業の禁止 

民間事業者は、選考会場等において､自ら行う事業(機構との契約に基づく事業を除く。)、

若しくは機構以外の者との契約に基づき実施する事業を行ってはならない｡ 
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ヘ. 安全衛生 

 民間事業者は、選考支援業務を実施するに当たり、受験者等の安全衛生について十分配

慮するとともに災害発生時の連絡及び避難誘導に関する業務が適切に行える体制を整えて

おくこと。 

 

ト．記録及び帳簿 

民間事業者又は民間事業者であった者は、委託業務の実施状況に関する記録及び帳簿

書類を作成し、委託業務を終了し又は中止した日の属する事業年度の翌年度から起算して

10 年間、保管しなければならない。 

 

チ.権利の譲渡 

民間事業者は、業務委託契約に基づいて生じた権利の全部又は一部を第三者に譲渡して

はならない。 

 

リ.権利義務の帰属 

民間事業者は、委託業務の実施が第三者の特許権、著作権その他の権利に抵触する時

は、その責任において、必要な措置を講じなければならない。 

 

ヌ.再委託 

(イ)民間事業者は、機構から委託を受けた本事業の実施に当たり、その全部を一括して再委

託してはならない。 

(ロ)民間事業者は､本事業の実施に当たり､その業務の一部について再委託を行う場合には､

原則としてあらかじめ企画書において､再委託先に委託する業務の範囲､再委託を行うことの

合理性及び必要性、再委託履行能力並びに報告徴収その他運営管理の方法(以下、「再委

託先」という。) について記載しなければならない。 

(ハ)民間事業者は、契約後やむを得ない事情により再委託を行う場合には、再委託先等を明

らかにした上で機構の承認を受けることとする。 

(ニ)民間事業者は、上記(ロ)又は(ハ)により再委託を行う場合には、再委託先から必要な報告

を徴収することとする。 

(ホ)再委託先は、前記の個人情報の保護並びに秘密の保持、公正な取扱い、金品等の授受

の禁止、宣伝行為の禁止、機構との契約によらない自らの事業の禁止及び権利義務の帰属

については民間事業者と同様の義務を負うものとする。 

 

ル.契約内容の変更 

機構及び民間事業者は、やむを得ない事由により契約の内容を変更しようとする場合は、

あらかじめ変更の理由を提示し､それぞれの相手方の承認を得なければならない｡ 
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ヲ.契約の解除 

機構は、民間事業者が次のいずれかに該当するときは、契約を解除することができる。この

場合、機構に損害が生じたときは、民間事業者は、機構に生じた損害を賠償する責任を負う。

また、以下(イ)～(リ)の規定により、委託契約を解除したときには、民間事業者は機構に対し、

契約金額の 100 分の 10 に相当する金額を違約金として支払わなければならない。 

(イ)偽りその他不正の行為により落札者となったとき。 

(ロ)法第 14 条第 2 項第 3 号又は第 15 条において準用する第 10 条(第 11 号を除

く。) の規定による民間競争入札に参加する者に必要な資格の要件を満たさなくなったとき。 

(ハ)契約に沿った委託業務を実施できなかったとき、又はこれを実施することができないことが

明らかになったとき。 

(ニ)（ハ）に掲げる場合のほか契約において定められた事項について重大な違反があったと

き。 

(ホ)法令又は契約に基づく報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は検査を拒み、妨げ、若

しくは忌避し、若しくは質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をしたとき。 

(へ)法令又は契約に基づく指示(本実施要領に掲げる措置を履行しなかった場合を含む｡)に

違反したとき｡ 

(ト)民間事業者又はその役職員その他委託業務に従事する者が、法令又は契約に違反して

受講者に関する情報等、委託業務の実施に関して知り得た秘密を漏らし又は盗用した場合。 

(チ)暴力団員を、業務を統括する者又は従業員としていることが明らかになった場合。 

(リ)暴力団又は暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係を有していることが明らかになっ

た場合。 

 

ワ．損害賠償 

民間事業者は、民間事業者の故意又は過失によって機構に損害を与えたときは､機構に対

し、その損害について賠償する責任を負う。 

 

カ.不可抗力免責、危険負担 

民間事業者は、上記事項にかかわらず、民間事業者の責めに帰することができない事由に

より委託業務の全部又は一部の実施が遅滞したり、不能となったりした場合は責任を負わな

い。 

 

ヨ.契約の解釈 

契約に関して疑義が生じた事項については、その都度、民間事業者と機構が協議する。 

 

タ．関係法令等の遵守 
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 民間事業者は、委託業務を実施するにあたり適用を受ける関係法令等を順守しなければな

らない。 

 

９．委託業務を実施するに当たり第三者に損害を加えた場合における損害賠償に関して民間

事業者が負うべき責任 

(１)機構が民法（明治 29 年法律第 89 号）第 709 条等に基づき当該第三者に対する賠償を

行ったときは、機構は民間事業者に対し、当該第三者に支払った損害賠償額（当該損害の発

生について機構の責めに帰すべき理由が存する場合は、機構が自ら賠償の責めに任ずべき

金額を超える部分に限る。）について求償することができる。 

(２)民間事業者が民法第 709 条等に基づき当該第三者に対する賠償を行った場合であって、

当該損害の発生について機構の責めに帰すべき理由が存するときは、当該民間事業者は機

構に対し、当該第三者に支払った損害賠償額のうち自ら賠償の責めに任ずべき金額を超える

部分について求償することができる。 

 

1０．対象公共サービスの評価に関する事項 

(１)実施状況に関する評価の実施時期 

イ．業務全般にわたる評価 

機構は、内閣総理大臣が行う評価の時期（平成 27 年 4 月から 6 月を予定）を踏まえ、委託

業務等の実施状況については、平成 25 年度から平成 26 年度までの状況を調査する。 

ロ．事業年度ごとの評価 

機構は、委託業務の実施状況については､事業年度ごとの委託業務終了時点における状況を

調査し、評価するものとする。 

(2)調査の実施方法 

 機構は、8.(1)イの報告等を基に、下記(3)の調査項目については必要な調査を行い、従来の

実績と比較考量すること等により、質の維持向上が達成されたかを評価する。併せて経費削

減が達成されたかを確認する。 

(3)調査項目 

イ. 2.(5) イ～へに掲げる事項 

ロ. 委託業務の運営に要した経費及び収入額 

(4)意見聴取等 

 機構は､委託業務の実施状況等の調査を行うに当たり、必要に応じ、民間事業者から直接

意見等の聴取ができるものとする。 

(5)実施状況等の確認 

イ．業務全般にわたる評価 

機構は、上記(１)イ.による調査終了後に、当該調査により収集した情報及び上記（１）ロ.におけ

る評価を平成 27 年 4 月を目途に内閣総理大臣及び官民競争入札等監理委員会に提出する。 
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ロ．事業年度ごとの評価 

機構は、民間事業者の委託業務等の実施状況について、上記に掲げる評価を行った後、官民

競争入札等監理委員会へ事業年度毎に報告する。ただし、平成 26 年度については、上記イ.に

より報告する。 

ハ．立入検査、指示等の報告 

機構は、法第 26 条及び第 27 条に基づく報告徴収、立入検査、指示等を行った場合には、

その都度、措置の内容及び理由並びに結果の概要を官民競争入札等監理委員会に通知する。ま

た、機構が必要と判断した場合は、機構は、その措置の内容等を公表する。 

 

1１.民間事業者に使用させることができる機構の施設・設備 

(1)施設・設備等の使用 

イ．機構は民間事業者が各種データを作成し、ボランティアシステムに取り込む等、機構のネ

ットワークにアクセスしなければならない場合は、必要に応じて機構内での業務を認める。 

ロ．ボランティアシステムから、合否通知等の書類を印刷、コピーする必要性が生じた場合に

は、必要に応じてプリンター、コピー機等、機構の機器を使用することを認める。 

ハ．二次選考会場が JICA の保有する国内機関であった場合、必要に応じて国内機関の施

設・設備の使用を認めることとする。 

 

1２．その他実施に関し必要な事項 

(１)会計検査について 

 民間事業者は会計検査院法(昭和 22 年法律第 73 号)第 23 条第 1 項第 7 号に規定

する者に該当することから､会計検査院が必要と認めるときには､同法第 25 条及び第 26 条

により､同院の実地の検査を受けたり､同院から資料・報告等の提出を求められたり質問を受け

たりすることがある。 

(2)委託業務に従事する者は､刑法(明治 40 年法律第 45 号)その他の罰則の適用について

は､法令により公務に従事する職員とみなされる。 

(3)次のイ及びロのいずれかに該当する者は､法第 55 条の規定により三十万円以下の罰金

に処されることとなる。 

イ.上記 8．(１)イによる報告をせず､若しくは虚偽の報告をし､又は 8．（１）ロによる調査を拒み､

妨げ､若しくは忌避し､若しくは質問に対して答弁をせず､若しくは虚偽の答弁をした者 

ロ.正当な理由なく､上記 8．（１）ハによる指示に違反した者 

(４)法人の代表者又は法人若しくは人の代理人､使用人その他の従業員が､その法人又は人

の業務に関し､上記(3)の違反行為をしたときは､法第 56 条の規定により､行為者を罰するほ

か､その法人又は人に対して上記(３)の刑を科されることとなる｡ 

(５)機構の監督体制 

本契約に係る監督は､契約担当役等が､自ら又は補助者に命じて､立会い､指示その他の適
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切な方法によって行うものとする。 

(６)機構は、民間事業者の委託業務等の実施状況について、事業年度ごとに公表する。 
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別紙 1 

１ 従来の実施に要した経費 

（単位：千円） 

 

 

 

 

 

計(a) 

 平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 

人件費 常勤職員 - - - 

非常勤職員 - - - 

物件費 - - - 

委託費等 313,036 265,256 176,926 

 313,036 265,256 176,926 

参考値

(b) 

減価償却費 - - - 

退職給付費用 - - - 

間接部門費 - - - 

(c) インセンティブ -  - 

計 （a）＋（b）＋（c） 313,036 265,256 176,926 

(注記事項) 

(1)上記経費は、平成 21年～23年の選考支援業務の委託範囲に要した経費である。 

(2)平成 23 年度の経費減は、東日本大震災により受験者が減少した影響が大きい。また、二次選考受験者に対する

旅費について、全額支給から一部補助へと制度を改定し、経費削減を図った。 

(3)受託事業者の報告による各費目の内容は以下のとおり。 

1） 委託費の内訳は以下のとおり。                           （単位：千円） 

 21年度実績 22年度実績 23年度実績 

人件費 116,805 115,135 87,798 

物件費 196,231 150,121 89,128 

受験番号通知等 

事前準備関連業務 

6,709 3,225 325 

一次選考関連業務 27,799 22,719 17,328 

二次選考関連業務 62,703 51,623 34,926 

短期ボランティア 900 267 123 

旅費 93,280 65,981 30,774 

関連諸経費 2,107 - - 

管理物件費 2,733 6,306 5,652 

*受験番号通知等事前準備関連業務に関し、業務効率化により経費削減を図った。 

*関連諸経費は、文具・消耗品等関連経費、通信費、交通費を実費精算していた。22年度後半より、管理物件費

に含まれることとなった。 

*管理物件費は、22年度前半までは民間事業者が使用する業務用 PCリース料を実費精算し、プリンター、コピ

ー機等は機構が提供することとしていた。22年度後半より、一般競争入札に伴い、文具・消耗品等関連経費、

通信費、交通費及び民間事業者が使用する業務用 PC のほか、プリンター、コピー機等リース料についても、

直接経費として入札価格に含めることとなった。 
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別紙 2 

２ 従来の実施に要した人員 

 

 平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 

常勤職員 - - - 

非常勤職員 - - - 

（業務従事者に求められる知識・経験等） 

本 JICAボランティア選考支援業務に従事する者は、データ処理業務、一般事務等類似業

務に従事した経験を有していることが望まれる。 

 

（業務の繁閑の状況とその対応） 

長期ボランティアの選考は、年 2回それぞれ春募集、秋募集の開始とともに応募受付が開

始され、5月中旬から 8月中旬、11月中旬から 2月中旬までが繁忙期となる。 

短期ボランティア、シニア海外ボランティア新登録制度については、6月中旬、9月下旬、

12 月下旬、3 月下旬より、それぞれ 2 か月程度が繁忙期となる。（別表 2 年間日程バーチ

ャート参照） 

  

（注記事項） 

・入札の対象である業務の全部を外部委託により実施。 

・委託先における人員配置は以下の通りである。 

 21年度 22年度 23年度 

常勤スタッフ 13 13 13 

 

平成 23年度の常勤スタッフの内訳：業務総括 1名、主任については 3名（青年海外協力隊

担当、シニア海外ボランティア担当、短期ボランティア担当）、スタッフ 9名の体制。 
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別紙 3 

３ 従来の実施に要した施設及び設備 

 

（１）執務場所： 各委託先にて施設及び業務に必要な事務機器一式については確保するこ

ととする。但し、ボランティアシステムへのアクセスが必要な場合は適宜、機構が用意する

以下の場所にて執務することとする。 

 

（２）ボランティアシステムへのアクセス場所 

独立行政法人 国際協力機構 青年海外協力隊事務局 

東京都千代田区二番町 5-25 二番町センタービル 5階 

 

ボランティアシステムへのアクセスのために機構が用意する執務環境、場所は以下のとおり。

執務場所、機材等の利用にあたっての光熱水料、通信料（機構が本業務に必要と認めるもの

に限る）の負担は機構が行うものとする。 

 

 ア．執務用机    4名程度  機構事務所内 

 イ．LAN環境    業務に必要な数だけの LAN接続口と電源 

 

（３）その他 

なお、ボランティアシステムのアクセスのために必要なパソコンは委託先が持ち込むこと。

パソコンの持ち込みにあたっては、別紙 6を参照のこと。 
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別紙 4 

４ 従来の実施における目的の達成の程度 

平成 21年度～平成 23年度選考実績を以下に示す。 

【平成 21～23年度年度】  

１）青年海外協力隊 

 21春 21秋 22春 22秋 23春 23秋 

応募者数 2391 2361 2046 2015 1351 1620 

一次選考合格者数 1558 1481 1296 1143 924 959 

二次選考合格者数 861 764 635 449 426 461 

 

2）シニア海外ボランティア 

 21春 21秋 22春 22秋 23春 23秋 

応募者数 918 934 776 714 518 591 

一次選考合格者数 532 534 441 355 277 318 

二次選考合格者数 160 182 154 113 109 119 

 

3）短期ボランティア 

平成 21年度 第一回 第二回 第三回 第四回 第五回 第六回 

応募者数 208 194 109 255 127 129 

合格者数 96 71 63 110 45 46 

 

平成 22年度 第一回 第二回 第三回 第四回 

応募者数 86 73 70 53 

一次選考合格者数 60 35 33 33 

二次選考合格者数 37 25 22 22 

 

平成 23年度 第一回 第二回 第三回 第四回 

応募者数 25 54 42 82 

一次選考合格者数 14 34 32 38 

二次選考合格者数 13 23 27 25 
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別紙 5 

５ 従来の実施方法等 

 

組織図（JICA全体、青年海外協力隊事務局、国内機関）（別紙 5-①-1～3）、年間日程表（バ

ーチャート）（別紙 5-②）、及び業務フロー図（別紙 5-③-1～2）を以下に示した。 
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別紙5-①-2

中南米課

アフリカ中近東課

駒ヶ根訓練所

二本松訓練所　

青年海外協力隊事務局

選考課

募集課

計画課

参加促進・進路支援課

海外業務調整課

アジア大洋州課
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別紙 5-①-3 
 

ボランティア二次選考実施予定 JICA 国内機関一覧 

 

JICA 北海道（札幌） 
 

札幌市白石区本通 16 丁目南 4-25 
011-866-8333㈹ 

JICA 東北 
 

仙台市青葉区一番町 4-6-1 仙台第一生命タ

ワービル 15 階 
022-223-4772㈹ 

JICA 東京 
 

東京都渋谷区西原 2-49-5 
03-3485-705㈹ 

JICA 北陸 金沢市本町 1-5-リファーレ(オフィス棟 4 階) 
076-262-5931㈹ 

JICA 中部 
 

名古屋市中村区平池町 4 丁目 60-7 
052-533-0220㈹ 

JICA 関西 
 

神戸市中央区脇浜海岸通 1-5-2 
078-261-0341 

JICA 四国 高松市番町 1-1-5 ニッセイ高松ビル 7 階 
087-821-8824㈹ 

JICA 中国 東広島市鏡山 3-3-1 
082-421-6300㈹ 

JICA 九州 
 

北九州市八幡東区平野 2-2-1 
093-671-8341㈹ 

JICA 沖縄 
 

浦添市字前田 1143-1 
048-876-6000㈹ 

32



別紙5-②

バーチャート

(1)応募受付業務

(2)一次選考事前準備業務

(3)一次選考業務

(4)二次選考事前準備業務

(5)二次選考業務

(6)選考後処理業務

(7)ｵﾌｧｰ・繰上げ

(8)選考データの管理業務

(9)その他

(1)応募受付業務

(2)一次選考事前準備業務

(3)一次選考業務

(4)二次選考事前準備業務

(5)二次選考業務

(6)選考後処理業務

(7)ｵﾌｧｰ・繰上げ

(8)選考データの管理業務

(9)その他

平成25年度 平成26年度 平成27年度

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 2 34 5 6 7 8 9 2 34 5 6 7 8 9

長期ボランティア
（JOCV、SV）

短期ボランティア
新登録制度

10 11 12 110 11 12 1

繁忙期 繁忙期 繁忙期 繁忙期 繁忙期 繁忙期

繁忙期 繁忙期 繁忙期繁忙期 繁忙期 繁忙期 繁忙期 繁忙期 繁忙期 繁忙期 繁忙期
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別紙5-③-1業務フロー図

受注者

応募者

健康診断書

内容確認

合否判定会議資料
の作成

一次選考状況のデータ
作成

二次合否通知案の
作成および受験者
への 合否結果送

付

謝金等経費処理

候補者打診

応募受理通知
応募者データ

登録

技術審査
準備作業

web試験

管理業者

選考作業日程
の決定

応募状況

データの作成

健康診断書の
チェック

技術審査書類の
送付及び回収及

健康診断結果の
回収及び入力

二次選考日程案

の作成

技術専門

委員
健康

管理課

技術専門

委員

職種
担当

選考関係者（人物面接
委員、職種担当等）
への選考書類の送付

二次選考会場の手配

二次選考会場の設
営及び運営支援（東

二次選考結果の

②

人物面接

委員

健康診断結果の
回収及び入力

④

健康

管理課 健康診断審査補助

（JOCVのみ）

③

一次合否通知案の作成
および

受験者への結果送付

①

③②

①

②

③④

①

②

③

①

②

③

①

④

⑥

選考統計データ
の作成 ボランティア参加

同意書の回収

資格取得指示、
進捗管理、

取り纏め

訓練・研修用デー
タの作成

健康診断指示、
結果回収、
精算処理

資格取得指示書

健康診断指示書

健康診断料

②

④

①

③

⑤

⑥

二次合否通知

技術専門

健康

管理課

合否判定会議
資料の作成

⑤

資格取得報告書

健康診断書

二次選考状況
データの作成

⑦

技術審査準備、結
果の回収
及び入力

① ②

③

一次

受験者

二次

受験者

合格者

登録者

1）応募受付
業務

2）一次選考
事前準備業務

⑤

技術専門

委員

３）一次選考業
務

4）二次選考
事前準備業務

5）二次選考
業務

6）選考後処理
業務

7)ｵﾌｧｰ、
繰上げ（随時）
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別紙5-③-2

長期ボランティア（JOCV長期，SV長期）選考　業務フロー

業務の流れ JICAの業務 受注者の業務 具体的業務
1）応募受付業務 A)応募者数・状況の把握 ①内容確認 ①-1郵送等の手段により送付された応募書類（応募者調書、健康診断書等）を受領し、内容を確認する。

各募集期の目安数量は次のとおり。（JOCV2000通：SV700通）
①-2応募書類に記載不備や添付書類の不足がある場合は、応募者と連絡を取り、情報確認、修正、不足分書類取付け等を行なう。これは、原則とし
て、応募取消し意思が確認できた者以外の全応募者を対象とする。
この取付けは募集期最終日までに完了することを原則とするが、以下は例外とする。
・募集期最終日時点で健康診断書のみ不足している応募者については、甲が別途指示する期限までに取り付ける。
・募集期最終日直前に接受した応募書類に不備等があった場合は甲が別途行なう指示に基づき速やかに取り付ける。

②応募者データ登録等 ②-1　①-1で受け付けた応募者に対し、甲の指示する要領により、受験番号を採番する。
②-2DBに以下の要領にて応募者情報を入力する。
JOCV・SV：応募書類表面記載各データをDBに入力する。提出された語学力申告台紙のデータをＤＢに入力する。
応募状況報告
②-3甲の指示する方法（総数：甲本部への電話／E-mail連絡　国内機関地域ごとの数：甲が指示する甲データベース内情報の修正）により、応募者数
を毎日報告する。
②-4複数回派遣又は受験、或いはその他のJICA事業に従事した経験を持つ当該募集期の応募者を別途抽出し、リストを甲に提出する。

③応募者へ受験番号通知 ③-1応募者に対して、受験番号とともに応募を受理したことを通知する文書を、郵送等で送付する。

2）一次選考事前準備 B）選考スケジュールの決
定

①選考作業日程の決定 ①-1甲が作成する選考方針・日程に基づき、選考にかかる作業予定案を作成の上、甲の承認を得る。
業務 ②技術審査準備作業 ②-1応募者調書のコピーを作成し、甲が別途指示する項目については、マスキングを行い、判読不能とする。

②-2甲が作成する職種と技術専門委員の対応一覧表を確認し、当該募集期の要請について技術専門委員を人選し、甲の承認を得る。
②-3甲の承認を得た技術専門委員リストに基づき、各技術専門委員に内諾を取り付ける。合わせて謝金振込先等の甲が指示する情報を確認する。
②-4内諾済み技術専門委員候補者の氏名及び確認情報を甲に報告する。
②-5以下(3）C)①技術審査書類の送付及び回収、選考データ入力）にあるようにHPに試験問題を公開する職種については、技術試験問題を技術専門
委員より取り付ける。
②-6甲が委嘱済みの技術専門委員では対応ができない要請がある場合には、甲に報告し人選について指示を受けることとする。
②-7技術専門委員の連絡先，謝金振込先等について、上述リスト記載内容からの変更の有無につき確認し、変更ある場合は改訂版リストを作成す
る。このリストに基づき以下の作業を行なうとともに、改訂版リストを甲に提出する。
　（ア） 甲が定めた選考要領、日程等を技術専門委員等に通知する。
　（イ）　技術審査に必要な応募書類コピー（ただし応募者調書については上述のマスキング作業を行った調書のコピー）、受験人数資料等を担当する
技術専門委員等に送付する。（参考資料として、過去の技術専門委員等宛資料送付状を、甲が受託者に提供する。）

②-10以下にあるようにWeb試験実施職種、HP試験問題公表職種等について、技術専門委員より問題をとりつけ、甲に提出すること。また、受験者の
回答が提出された後は、それらを取りまとめ、技術専門委員に送付すること。
（ア）JOCV
(a) Web試験実施職種
・技術専門委員から技術試験問題を取りつけ、甲が指示する書式・体裁に加工のうえ、Web管理業者に送付する
・Web管理業者から送付された受験者の技術試験回答を技術専門委員に送付する。
（b）HP試験問題公表職種
・技術専門委員から技術試験問題を取りつけ、甲が指示する書式・体裁に加工のうえ、甲に提出する。
・受験者から応募書類とともに送付された回答のコピーを技術専門委員に送付する。
（c）その他職種
・技術専門委員へ受験者から提出された応募者調書及び応募用紙を送付する。
（イ）SV
(a)：甲が指定する職種
（コンピュータ技術、電気通信等の職種）
・技術専門委員から技術問題をとりつけ、甲が指示する書式・体裁に加工の上、甲に提出する
（日本語教育）
・技術専門委員等から技術試験問題を取りつけ、甲が指示する書式・体裁に加工のうえ、甲に提出する。
・応募締切後、日本語教育の受験者に対し、技術問題を送付する。
・受験者から送付された技術試験回答のコピーを技術専門委員等に送付する。
(b)：上記以外の職種
・履歴書では判断できない技術能力について技術専門委員等から照会があった場合は、照会内容を受験者に伝達する。
・受験者からの回答を技術専門委員等に伝達する。

③応募状況データの作成 ③-1HPに掲載するため、応募状況について甲が指定するフォーマットに基づき、データを作成する。
④健康診断書のチェック ④-1応募者から提出された健康診断書の判定に必要な看護師の人員配置を、健康管理課に規模、期間を確認し、行う。

④-2機構国際協力人材部健康管理課の指示に基づき、応募者の健康診断書のチェックをサポートする。
④-3以下により、健康診断結果を取纏める。
・健康診断受診者リスト作成
・甲の健康管理課が健康診断結果を入力するためのﾌﾞﾗﾝｸﾌｫｰﾑ書式を、甲指示により作成する。
・健康管理課に健康診断審査を依頼する。

３）一次選考業務 C）合否審査・決定 ①技術審査書類の送付及び回収及び
入力

①-1一次選考準備作業で技術専門委員に送付した技術試験の、技術選考評価結果を技術専門委員等から取り付け、DBに入力する。入力内容に間
違いがないか、複数名によるクロスチェックを行うこと。以下、同様。
（ア）JOCV
(a) Web試験実施職種
・技術専門委員から技術選考評価結果を取り付け、DBに入力する
（b）HP試験問題公表職種
・技術専門委員から技術選考評価結果を取り付け、DBに入力する。
（c）その他職種
・技術専門委員から応募者調書及び応募用紙記載内容に基づく技術選考評価結果を取りつけ、DBに入力する。
（イ）SV
(a)：甲が指定する職種
・技術専門委員等から技術選考評価結果を取り付け、DBに入力する
(b)：上記以外の職種
・技術専門委員等から技術選考評価結果を取り付け、DBに入力する。

②健康診断結果の回収及び入力 ②-1以下により、健康診断結果を取纏める。
・健康管理課から審査結果を取り付け、DBに入力する。
・健康管理課から再検査指示書を取り付ける。

③ 合否判定会議資料の作成 ③-1甲の指示する基準仕様により、合否判定会議資料をＤＢより作成する。
③-2甲が確認した合否判定結果をDBに入力する。

D）一次選考結果通知 ④ 一次合否通知案の作成および受験
者への結果送付

④-1甲の指示する書式により、合否通知文書を作成する。あわせて、甲の指示する書式により、以下のとおり合否通知に同封する書類を作成する。
（ア）合格者向け
・ 合格通知兼二次選考受験票
・ 二次選考実施案内
・ 身分措置のご案内
・ 所属先に対する人件費補てん制度
・ 派遣に関する調査（身分措置・隊次、海外経験等）
・ 金融機関口座番号届
・ 治療中の病気や既往歴の確認（二次選考用）
・ 健康診断に係る再検査・診断書等の提出について（健康診断料・検査料領収証貼付用台紙、お願い）
・ 航空運賃証憑書類貼付用台紙
・ 海外居住者の待遇について・質問票等
（イ）不合格者向け
・ 通知文書等
④-2合否通知文書を発送する。この際、甲の指示により書類（健康診断再検査指示書を含む）を同封する。

⑤一次選考状況のデータ作成 ⑤-1HPに掲載するため、一次合否発表及び一次選考状況について甲が指定するフォーマットに基づき、データを作成する。
⑤-2ＪOCＶについては甲の承認した二次選考日程を、一次合否発表に先んじてHPに掲載するため、データを作成する。

4）二次選考事前準備業
務

E）二次選考日程の決定
F）人物面接委員の決定

① 二次選考日程案の作成 ①-1甲からの二次選考実施期間の指示を受ける。
①-2二次選考が実施される職種について、担当する技術専門委員と調整のうえ、各職種の二次選考日程（案）を作成し、甲の承認を得る。
①-3JOCV、SVについて以下の点に留意し、二次選考実施時間割表（案）を、個々の受験者の動きと試験者側の動きとが読み取れるよう作成し、甲の
承認を得る。なお、JOCV、SVともに東京に加え、各地方での実施も予定していることから、時間割表は甲の指示に基づく各会場ごとに作成すること、
また当日の配布する資料を作成する。受験者は原則として、居住している都道府県によって二次選考会場が指定される。
（ア）JOCV
面接（技術面接、人物面接、一部合同）、健康診断、希望隊次等の身分措置聞き取り、訓練入所時に必要となる制服の試着（日系社会青年ボランティ
アを除く）の全てを時間内に終了するよう、面接日当日の進行案を作成する。
（イ）SV
各会場ごとの面接日当日の進行案を作成する。なお、日本語技術面接受験者(東京のみ）に関しては、技術面接と個人面接に関して、面接日当日の
進行案を作成する。

②選考関係者（人物面接委員、職種担
当等）への選考書類の送付

②-1人物面接委員に、受験者の関連資料を送付する。また、JOCVの面接に関しては、受験者の関連資料を職種ごとに分け、職種担当に送付する。

③ 二次選考会場の手配 ③-1二次選考の職種，人数等に適合するように選考会場（受験者待機場所，スタッフ待機場所等を含む）を確保し、設営する（必要な道具，資器材を
含む）。当日配布する資料を作成する。
③-2二次選考で実技を必要とする場合は、適宜、甲と相談しつつ、実技選考会場を確保する。

5）二次選考業務 G）面接当日の運営 ①二次選考会場の設営及び運営支援
（東京及び地方）

①-1確保した選考会場を指定日前日には面接会場として設営する（必要な道具、資器材を含む）。当日配布する資料を作成する。
①-2受験者受付を行なう。
①-3受験者からの提出書類を受け取り、点検する。必要な場合は訂正させる等の処置をとる。
①-4一次合格通知に同封していた身分措置資料を回収の上、情報を聞き取り、DBに入力する（JOCV）。
①-5受験者及び面接者を待機場所及び面接会場に案内・誘導する。
①-6面接者から面接評価結果をとりつけ、甲に提出する。技術補完研修（JOCVのみ）、自己学習については、技術専門委員からの指示内容を取り纏
め、甲に提出する。
①-7JOCVの二次選考で実施する問診に必要なサポートの看護師を健康管理課に規模、期間を確認し、人員配置する。
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5）二次選考業務 H）合否審査・決定 ②二次選考結果の回収及び入力 ②-1送付されてきた面接評価結果、及び技術審査結果をＤＢに入力する。
③健康診断審査補助（JOCVのみ） ③-1JOCVの二次選考において、機構国際協力人材部健康管理課の指示のもと、受験者の健康診断審査の補助を行う。
④健康診断結果の回収及び入力 ④-1健康管理課から健康診断(再審査）評価結果をとりつけ、DBに入力する。
⑤合否判定会議資料の作成 ⑤-1甲が行なうフィクシング作業に際し、書類記載内容の逐次確認等を補助し、データの確認を行う。

⑤-2合否判定会議用資料を作成する。
⑤-3合格者の隊次別人数案を算出の上、甲の指示に従い、必要に応じて派遣隊次の調整に必要な資料を作成する。
⑤-4合否判定会議結果をDBに入力する。

⑥二次合否通知案の作成および受験
者への 合否結果送付

⑥-1甲の指示する書式により、合否通知文書を作成する。あわせて、甲の指示する書式により、合否通知に同封する書類を作成する。送付する文書は以下のとおりである。
（ア）合格者向け
・ 合格通知
・ 技術補完研修指示（JOCV該当者のみ）
・ 語学学習指示（該当者のみ）
・ 派遣に向けて（合格から訓練所入所までの手続き）
・ 各種書式（同意書、現職参加届、住所変更届、新規傷病発生報告書）
・ 黄熱病予防接種関連資料（接種料補助申請書、接種領収証貼付用紙、交通費申請書）
・Ｂ型肝炎予防接種関連資料(1次隊、3次隊のみ）（接種料補助申請書、接種領収証貼付用紙、交通費申請書）
・ JICAボランティア支援体制（JOCVのみ）
・ 語学にかかる調査票（SVのみ）等
・ 中国政府指定健康診断の受診要領（中国派遣予定者のみ）
・ ドミニカ国派遣用指定検査要領（ドミニカ国派遣予定者のみ）
・ 小型自動二輪車の使用について（JOCV該当者のみ）等
（イ）登録者向け
・ 登録通知
・ 登録の案内
・ 登録期間中の留意事項
・ 登録同意書
・ 住所変更届
（ウ）健康条件付登録者向け（JOCVのみ）
・ 健康条件付登録通知
・ 健康条件付登録の案内
・ 登録期間中の留意事項
・ 住所変更届
（エ）不合格者向け
・不合格通知
⑥-2JOCVについては、甲の指示に基づき、合格者、登録者、健康条件付登録者に該当文書を送付する。同様に、SVについては、甲の指示に基づき、合格者、登録者、補欠に関連
文書を送付する。
⑥-3技術専門委員より技術補完研修、自己学習指示が出ている合格者については、DBに右内容を反映の上、合否通知時にあわせて合格者に通知する。

⑦二次選考状況データの作成 ⑦-1HPに掲載するため、二次合否発表及び二次選考状況について甲が指定するフォーマットに基づき、データを作成する。
6）選考後処理業務 I）謝金等の支払いに関す

る承認
① 謝金等経費処理 以下の支払作業等を行なう。支給基準は、別途甲が指示する。

①-1受験者に対し、甲の基準に基づき再検査にかかる健康診断料、二次選考会場までの旅費を確定の上、それらの情報をDBに入力の上、支払う。
①-2技術専門委員等の一次選考問題作成謝金、採点謝金、二次選考関連謝金を算出の上、甲の承認を得た上で、振込み手続きを行う。振込内容を
各委員に通知すると共に、技術専門委員等向けに礼状を作成の上、発送する。

J）選考統計データの管理 ② 選考統計データの作成 ②-1各種統計の作成報告
甲が示す見本に準じ、当該募集期にかかる以下の統計資料を作成し、甲に提出する。
（ア）応募統計（職種別、国別、県別、年齢別、身分別　及びこれらの組み合わせ；全11種程度）
（イ）一次合格統計（職種別、国別、県別、年齢別、身分別等）
（ウ）一次不合格統計（不合格理由別）
（エ）二次合格統計（職種別、国別、都道府県別、年齢別、身分別等）
（オ）二次不合格統計（不合格理由別）
（カ）年度別選考状況統計更新
（キ）派遣隊次別合格者情報（訓練所別、訓練語学別、派遣国別）
②-2合格者・登録者のデータ管理
（ア）合格者情報をボランティアシステム（選考関連）に入力する。
（イ）登録者情報をDBから抽出の上、各登録者に関するコメント入力用のDBを作成する。
（ウ）（イ）のDBに入力を完了次第、国別の合格者情報、登録者情報を取り纏めの上、甲の指示に基づき提出する。
（エ）選考書類を甲指示により整理・保管

③ボランティア参加同意書の回収 ③-1合格者に送付されるボランティア参加同意書について、回収し、回収状況を取りまとめる。
④ 訓練・研修用データの作成 ④-1訓練・研修用に必要なデータを作成する。

K）資格取得指示者の管
理

⑤資格取得指示、進捗管理、取り纏め ⑤-1合格発表時においては以下の業務を実施する。
（ア）合否通知時の資格取得指示書一式の内容確認・作成
合格者データに基づき、対象者向けに資格取得指示通知書、資格取得報告書の関連資料(指示書の別紙(該当者のみ)）を作成する。
（イ）資格取得指示書一式の発送及び問合せ対応
資格取得指示書及び関連資料一式を対象者に送付するとともに、対象者からの問合せに対して適宜対応する。
⑤-2進捗監理
期限までに資格取得報告書の提出がない場合、督促を行なうと共に、甲に報告し対応を協議する。
⑤-3資格取得報告書の取纏め・保管
提出された資格取得報告書を取まとめ保管し、甲に提出する。

なお、送付数量は技術補完研修、自己学習とあわせ春、秋の各募集期で150件～250件程度である。
L）入所前健康診断者の
管理

⑥健康診断指示、結果回収、精算処理 ⑥-1訓練開始前に該当するボランティア候補者（注）に健康診断受診を指示する。
⑥-2甲の健康管理課にボランティア候補者より回収した健康診断書を送付し、審査を依頼する。
⑥-3甲の健康管理課より審査結果をとりつけ、DBに入力する。
⑥-4甲の健康管理課より提出された再検査指示書を該当者に送付する。
⑥-5ボランティア候補者より健康診断料、再検査の請求書を取り付け、確認し、経費を支給する。

（注）各募集期（春･秋）選考時の直近隊次の訓練に入所するボランティア候補者以外に対し、派遣前訓練入所前健康診断を指示している。また、一部
の者には甲より再検査を指示している。

7）オファー・繰上げ（随
時）

① 技術審査準備、結果の回収及び入
力

①-1オファー（＊１）、繰上げ合格（＊２）候補者の追加技術選考を、二次選考事務に準じて行なう。

＊1：オファー：登録者がある場合、それらの情報を開発途上国に提供することによりそれらの者の派遣が適切である要請が提出される場合がある。こ
のような要請をオファー案件と称し、オファー案件への派遣候補者をオファー候補者と称する。
＊2：繰上げ合格：合格者の辞退等があった場合、代替者として、登録者，補欠から適切な者を再審査のうえで合格とする場合がある。このような合格
者を繰り上げ合格者と称する。

② 候補者打診 ②-1オファー、繰上げ合格候補者に、要請内容を伝え、本人意向を確認する。
③合否通知案の作成及び結果送付 ③-1オファー、繰上げ合格者に、合格通知及び添附資料を作成・送付する。

8）選考データの管理業
務

N）選考データの管理 ① 応募書類の受付、内容確認、不備
チェック、データ入力及び管理

①-1 応募書類の受付、内容確認、不備チェック、データ入力及び管理

② 一次選考結果の入力及び管理 ②-1 一次選考結果の入力及び管理
③ 二次選考結果の入力及び管理 ③-1 二次選考結果の入力及び管理
④ 受験者旅費データの入力及び管理 ④-1 受験者旅費データの入力及び管理
⑤ 技術専門委員謝金データの入力及
び管理

⑤-1 技術専門委員謝金データの入力及び管理

⑥ 自己学習指示、資格取得指示者の
データ入力及び管理

⑥-1 自己学習指示、資格取得指示者のデータ入力及び管理

⑦ 健康診断指示者（訓練所入所者）の
データ入力及び管理

⑦-1 健康診断指示者（訓練所入所者）のデータ入力及び管理

⑧ 登録者、補欠者のデータ入力及び
管理

⑧-1 登録者、補欠者のデータ入力及び管理
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊①④⑤⑧について必要な簡易ソフトは各社で準備（Eｘcel、Filemaker等で作成可
能ﾚﾍﾞﾙ）9）その他 O）その他 ① 民間連携ボランティア(年間50名程

度)の選考
①-1 民間連携ボランティア(年間50名程度)の選考

②その他上記に付随する業務 ②-1合格者・補欠者・登録者から住所等登録データの変更があった場合、変更を入力する。
②-2ボランティアシステム（選考関連）のシステム変更の際の検証作業を行う。
②-3 その他上記に付随する業務

M）在外オファー・追加選
考合否の決定
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短期ボランティア（JOCV，SV）及びシニア海外ボランティア新登録制度　選考　業務フロー

短期ボランティア（JOCV、ＳＶ） 新登録制度
業務の流れ JICAの業務 受注者の業務 具体的業務 具体的業務
1）応募受付 A）選考方針の決定

B）選考スケジュールの
決定

① 内容確認 ①-1郵送等の手段により送付された応募書類（応募者調書、健康診断書、語
学力申告台紙等）を受領し、内容を確認する。

①-1郵送等の手段により送付された応募書類（応募者調書、健康診断書、語
学力申告台紙等）を受領し、内容を確認する

①-2応募書類に記載不備や添付書類の不足がある場合は、応募者と連絡を
取り、情報確認、修正、不足分書類取付け等を行なう。これは、原則として、応
募取消し意思が確認できた者以外の全応募者を対象とする。
この取付けは募集期最終日までに完了することを原則とするが、以下は例外
とする。
・募集期最終日時点で健康診断書のみ不足している応募者については、甲が
別途指示する期限までに取り付ける。
・募集期最終日直前に接受した応募書類に不備等があった場合は甲が別途
行なう指示に基づき速やかに取り付ける。

①-2応募書類に記載不備や添付書類の不足がある場合は、応募者と連絡を
取り、情報確認、修正、不足分書類取付け等を行なう。これは、原則として、応
募取消し意思が確認できた者以外の全応募者を対象とする。
この取付けは募集期最終日までに完了することを原則とするが、以下は例外
とする。
・募集期最終日時点で健康診断書のみ不足している応募者については、甲が
別途指示する期限までに取り付ける。
・募集期最終日直前に接受した応募書類に不備等があった場合は甲が別途
行なう指示に基づき速やかに取り付ける。

C）応募者数・状況の把
握

②応募者データ登録等 ②-1①-1で受け付けた応募者に対し、甲の指示する要領により、受験番号を
採番する。
②-2DBに以下の要領にて応募者情報を入力する。JOCV・SV：応募書類表面
記載各データをDBに入力する。提出された語学力申告台紙のデータをDBに
入力する。
②-3また、複数回派遣又は受験、或いはその他のJICA事業に従事した経験を
持つ当該募集期の応募者を別途抽出し、リストを甲に提出する。
②-4応募締め切り3日後までに、甲の指示する方法（甲本部への電話／E-
mail連絡）により、応募者数（全体、要請毎）を報告する。

②-1①-1で受け付けた応募者に対し、甲の指示する要領により、受験番号を
採番する。
②-2DB（新登録制度用）に応募書類表面記載各データを入力する。提出され
た語学力申告台紙のデータをDBに入力する。
②-3応募者はすべて5年以内にSV経験を持っていることから、応募者のSV経
験について、まとめる。
②-4応募締め切り3日後までに、甲の指示する方法（甲本部への電話／E-
mail連絡）により、応募者数（全体、要請毎）を報告する。

2）一次選考事
前準備

D）選考スケジュールの
決定

①選考作業日程の決定 ①-1甲が作成する選考方針・日程に基づき、選考にかかる作業予定案を作成
の上、甲の承認を得る。

①-1甲が作成する選考方針・日程に基づき、選考にかかる作業予定案を作成
の上、甲の承認を得る。

E）選考委員の決定 ②技術審査準備作業 ②-1応募者調書のコピーを作成し、甲が別途指示する項目については、マス
キングを行い、判読不能とする。
②-2 選考要領、日程等を担当する技術顧問等に通知する。
②-3技術審査に必要な応募書類コピー（ただし応募者調書については上述の
マスキング作業を行った調書のコピー）、受験人数資料等を担当する技術顧問
等に送付する。

②-1応募者調書のコピーを作成し、甲が別途指示する項目については、マス
キングを行い、判読不能とする。
②-2選考要領、日程等を担当する技術専門委員に通知する。
②-3技術専門委員の連絡先，謝金振込先等について、リスト記載内容からの
変更の有無につき確認し、変更ある場合は改訂版リストを作成する。
②-4技術審査に必要な応募書類コピー（ただし応募者調書については上述の
マスキング作業を行った調書のコピー）、受験人数資料等を担当する技術専門
委員に送付する。

③応募状況データの作成 ③-1応募状況について甲が指定するフォーマットに基づき、データを作成す ③-1応募状況について甲が指定するフォーマットに基づき、データを作成す
3）一次選考 F）合否審査・決定 ①技術審査書類結果の回収

及び入力
①-1技術顧問から、応募者調書等に基づく技術選考評価結果を取りつけ、DB
に入力する。

①-1技術専門委員から、応募者調書等に基づく技術選考評価結果を取りつ
け、DB（新登録制度用）に入力する。

②健康診断結果の回収及び
入力

②-1以下により、健康診断結果を取纏める。
・甲の健康管理課に応募者の健康診断書を送付する。
・甲の健康管理課に応募者の5年分の派遣歴、受験歴をまとめたもの、及び健
康診断受診者リストを作成、送付、健康診断審査を依頼する。
・健康管理課より審査結果を取り付け、DBに入力する。

②-1以下により、健康診断結果を取纏める。
・甲の健康管理課に応募者の健康診断書を送付する。
・甲の健康管理課に応募者の5年分の派遣歴、受験歴、及び健康診断受診者
リストを作成、送付、健康診断審査を依頼する。
・健康管理課より審査結果を取り付け、DB（新登録制度用）に入力する。

③合否判定会議資料の作成 ③-1甲の指示する仕様により、合否判定会議資料を作成する。
③-2合否判定結果をDBに入力する。

③-1甲の指示する仕様により、合否判定会議資料を作成する。
③-2合否判定結果をDB（新登録制度用）に入力する。

G）一次選考結果通知 ④ 一次選考通知および受験
者への結果送付

④-1甲の指示する書式により、合否通知文書を作成する。あわせて、甲の指
示する書式により、以下のとおり合否通知に同封する書類を作成する。（合格
者の合否通知には、受験番号が記載される）
【一次合格者への通知a～f】
a.選考結果通知
ｂ.二次選考受験票
c.研修案内
d.旅費案内
e.二次面接会場地図
f.既往症や治療中疾患の申告書（二次面接時回収）
【一次合格者　対象者のみg～l】
g.一般旅券案内
h.チェックリスト
i.健康診断再検査指示書
j.健康診断再検査について
k.健康診断再検査領収書台紙
l.資格提出指示書

④-2合否通知文書を発送する。この際、甲の指示により書類（健康診断再検
査指示書を含む）を同封する。

④-1甲の指示する書式により、合否通知文書を作成する。あわせて、甲の指
示する書式により、合否通知に同封する書類を作成する。（合格者の合否通知
には、受験番号が記載される）
【一次合格者への通知a～f】
a.選考結果通知
ｂ.二次選考受験票
c.研修案内
d.旅費案内
e.二次面接会場地図
f.既往症や治療中疾患の申告書（二次面接時回収）
【一次合格者　対象者のみg～j】
g.健康診断再検査指示書
h.健康診断再検査について
i..健康診断再検査領収書台紙
j..資格提出指示書

④-2合否通知文書を発送する。この際、甲の指示により書類（健康診断再検
査指示書を含む）を同封する。

⑤一次選考状況のデータ作 ⑤-1一次選考状況について甲が指定するフォーマットに基づき、データを作成 ⑤-1一次選考状況について甲が指定するフォーマットに基づき、データを作成
4）二次選考事
前準備

H）二次選考日程の決
定

①二次選考日程案の作成 ①-1甲からの二次選考実施期間の指示を受ける。
①-2二次選考面接案を作成する。なお、その際には新登録制度との併願者に
関する面接日程の調整をする。

①-1甲からの二次選考実施期間の指示を受ける。
①-2二次選考面接案を作成する。なお、その際には短期ボランティアとの併願
者に関する面接日程の調整をする。

I）人物面接委員の決定 ②選考関係者（人物面接委
員）への選考書類の送付

②-1選考関係者（人物面接委員）に、受験者の資料（マスキング作業を行った
応募者調書）を送付する。

②-1選考関係者（人物面接委員）に、受験者の資料（マスキング作業を行った
応募者調書）を送付する。

③二次選考会場の手配 ③-1二次選考の要請，人数等に適合するように選考会場（受験者待機場所，
スタッフ待機場所等を含む）を確保する。当日配布する資料を作成する。

③-1二次選考の要請，人数等に適合するように選考会場（受験者待機場所，
スタッフ待機場所等を含む）を確保する。当日配布する資料を作成する。

5）二次選考 J）面接当日の運営 ①二次選考会場の設営及び
運営支援

①-1確保した選考会場を指定日前日には面接会場として設営する（必要な道
具、資器材を含む）。

①-1確保した選考会場を指定日前日には面接会場として設営する（必要な道
具、資器材を含む）。

①-2受験者受付を行なう。
①-3受験者からの提出書類を受け取り、点検する。必要な場合は訂正させる
等の処置をとる。
①-4甲より提示されたリストに基づき、受験者のうち一般旅券を使用して渡航
（派遣期間が3ヶ月未満で一般旅券での渡航が可能な国に限る）予定の受験
者からパスポートを回収の上、1部ずつコピーをとる
①-5受験者及び面接者を待機場所及び面接会場に案内・誘導する。
①-6面接結果をとりまとめて甲に提出する。

①-2受験者受付を行なう。
①-3受験者からの提出書類を受け取り、点検する。必要な場合は訂正させる
等の処置をとる。
①-4受験者及び面接者を待機場所及び面接会場に案内・誘導する。
①-5面接結果をとりまとめて甲に提出する。

②二次選考結果の回収及び
入力

②-1回収した面接評価結果を、DBに入力する。 ②-1回収した面接評価結果を、DB（新登録制度用）に入力する。

③健康診断再検査結果の回
収及び入力

③-1健康診断再検査指示が出ていた受験者より、結果を回収し、健康管理課
に送付、審査を依頼する。
③-2健康管理課から再検査にかかる診断評価結果をとりつけ、DBに入力す
る。

③-1健康診断再検査指示が出ていた受験者より、結果を回収し、健康管理課
に送付、審査を依頼する。
③-2健康管理課から再検査にかかる診断評価結果をとりつけ、DB（新登録制
度用）に入力する。

K）合否審査・決定 ④合否判定会議資料の作成 ④-1合否判定会議用資料を作成する。
④-2合否判定会議結果をDBに入力する。

④-1合否判定会議用資料を作成する。
④-2合否判定会議結果をDB（新登録制度用）に入力する。

⑤二次合否通知案の作成お
よび受験者への合否結果送
付

⑤-1甲の指示する書式により、合否通知文書を作成する。あわせて、甲の指
示する書式により、以下のとおり合否通知に同封する書類を作成する。
【二次合格者への通知a～ｃ】
a.合格通知
b.派遣前研修について（免除・一部免除・２日間・５日間）
c.青年海外協力隊事務局連絡先
【二次合格者　対象者のみd～ｈ】
ｄ.ボランティアハンドブック(研修免除・一部免除者）
e.共済会ハンドブック　　　(研修免除・一部免除者）
f.赴任前留意事項　　　　　(研修免除・一部免除者）
g.予防接種記録　　　　　　(研修免除・一部免除者）
h.研修日程表　　　　　　　（研修２日・５日間）

⑤-2合否通知文書を発送する。この際、甲の健康管理課の指示により健康に
関するコメントを同封する。

⑤-1甲の指示する書式により、合否通知文書を作成する。あわせて、甲の指
示する書式により、合否通知に同封する書類を作成する。
【二次合格者への通知a～ｃ】
a.合格通知
b.派遣前研修について（免除・一部免除・２日間・５日間）
c.青年海外協力隊事務局連絡先
ｄ.ボランティアハンドブック
e.共済会ハンドブック
（ボランティアハンドブック、共済会ハンドブックは参考資料として送付。派遣要
請が決まった段階で最新のものを送付）

⑤-2合否通知文書を発送する。この際、甲の健康管理課の指示により健康に
関するコメントを同封する。

⑥二次選考状況データの作 ⑥-1二次選考状況について甲が指定するフォーマットに基づき、データを作成 ⑥-1二次選考状況について甲が指定するフォーマットに基づき、データを作成
6）選考後処理 L）謝金等の支払いに

関する承認
①謝金等経費処理 以下の支払作業等を行なう。支給基準は、別途甲が指示する。

①-1受験者が提出した書類から受験者振込口座をDBに入力する。
①-2受験者旅費及び健康診断料（再検査のみ）を、算定し、支払う。

以下の支払作業等を行なう。支給基準は、別途甲が指示する。
①-1受験者が提出した書類から受験者振込口座をDB（新登録制度用）に入力
する。
①-2受験者旅費及び健康診断料（再検査のみ）を、算定し、支払う。

M）選考統計データの
管理

②選考統計データの作成 ②-1各種統計の作成報告
甲が示す見本に準じ、当該募集期にかかる以下の統計資料を作成し、甲に提
出する。
・応募統計（タイプ別、要請別）
・一次合格統計（タイプ別、要請別、派遣期間別）
・一次不合格統計（不合格理由別）
・二次合格統計（タイプ別、要請別、派遣期間別）
・二次不合格統計（不合格理由別）
・年度別選考状況統計更新

②-1各種統計の作成報告
甲が示す見本に準じ、当該募集期にかかる以下の統計資料を作成し、甲に提
出する。
・応募統計（タイプ別、要請別）
・一次合格統計（職種別）
・一次不合格統計（不合格理由別）
・二次合格統計（職種別）
・二次不合格統計（不合格理由別）
・年度別選考状況統計更新

②-2合格者・登録者のデータ管理
・合格者情報をボランティアシステム（選考関連）に入力する。
・登録者の氏名のデータベースへの入力
・合格者、登録者の国別の合格者情報、登録者情報を取り纏めの上、甲の指
示に基づき提出する。
・選考書類を甲指示により整理・保管

②-2合格者・登録者のデータ管理
・合格者情報をDB（新登録制度用）に入力する。
・登録者の氏名を在外との共有DB（新登録制度用）へ入力
・合格者、登録者の国別の合格者情報、登録者情報を取り纏めの上、甲の指
示に基づき提出する。
・選考書類を甲指示により整理・保管

③ボランティア参加同意書の
回収

③-1合格者に送付される新登録制度への登録同意書について、回収し、回収
状況をとりまとめる。

④訓練・研修用データの作成 ④-1訓練・研修用に必要なデータを作成する。 ④-1訓練・研修用に必要なデータを作成する。
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別紙5- -2

7）オファー・繰
上げ
（随時）

N）在外オファー選考合
否の決定

①技術審査準備、結果の回
収及び入力

①-1オファー候補者の追加技術選考を、二次選考事務に準じて行なう。
・短期ボランティア登録者向け
緊急時の随時派遣登録についての同意書を取り付け、同意するもの対して
は、①派遣可能時期、②派遣可能期間、③派遣可能言語、④職種　等の情報
を取付ける。この登録者にオファーがあり、本人が参加意思を表明した場合に
は、上述の選考に従い、合否決定を補助する。

①-1在外から新登録制度の登録者に対し、出てきたオファー（長期、短期）に
ついては以下を行う。
・技術専門委員に要望調査票と応募者調書を送付し、技術審査を依頼する。
・技術審査結果を専門委員から取り付け、DB（新登録制度用）に入力する。

①-2登録者データの管理
登録者の状況（派遣中、待機中等）について、変更があった場合のDB（新登録
制度用）への入力する。

② 候補者打診 ②-1オファー、繰上げ合格候補者に、要請内容を伝え、本人意向を確認する。 ②-1甲の承認を得た上で技術審査結果に基づき、候補者に要請内容を伝え、
派遣について打診する。
②-2候補者が承諾した場合、必要に応じて健康診断の指示を出し、結果をとり
つけ健康管理課に連絡する。
②-3健康診断結果も踏まえ、最終的に派遣要請が決定したらボランティアシス
テムに登録する。

③合否通知案の作成及び結
果送付

③-1オファー、繰上げ合格者に、合格通知及び添附資料を作成・送付する。 ③-1合格通知および添付資料を作成、送付する。

④健康診断指示、結果回
収、精算

④-1健康診断を指示した候補者から、健康診断結果を回収、健康管理課に送
付し、審査を依頼する。
④-2健康診断を指示した候補者より、健康診断料に関する領収書を取り付
け、確認し、精算する。
④-3健康管理課より再検査の指示が出た場合は、再検査結果を取り付け、健
康管理課に送付し、審査を依頼する。
④-4同再検査についても、領収書を取り付け、確認し、精算する。

④-1健康診断を指示した候補者から、健康診断結果を回収、健康管理課に送
付し、審査を依頼する。
④-2健康診断を指示した候補者より、健康診断料に関する領収書を取り付
け、確認し、精算する。
④-3健康管理課より再検査の指示が出た場合は、再検査結果を取り付け、健
康管理課に送付し、審査を依頼する。
④-4同再検査についても、領収書を取り付け、確認し、精算する。

8）選考データ
の管理業務

O）選考データの管理 ① 応募書類の受付、内容確
認、不備チェック、データ入力
及び管理

①-1 応募書類の受付、内容確認、不備チェック、データ入力及び管理 ①-1 応募書類の受付、内容確認、不備チェック、データ入力及び管理

② 一次選考結果の入力及び
管理

②-1 一次選考結果の入力及び管理 ②-1 一次選考結果の入力及び管理

③ 二次選考結果の入力及び
管理

③-1 二次選考結果の入力及び管理 ③-1 二次選考結果の入力及び管理

④ 技術専門委員謝金データ
の入力及び管理

④-1 技術専門委員謝金データの入力及び管理

⑤ 受験者旅費データの入力
及び管理

⑤-1 受験者旅費データの入力及び管理 ⑤-1 受験者旅費データの入力及び管理

⑥健康診断指示者（訓練所
入所者）のデータ入力及び管
理

⑥-1健康診断指示者（訓練所入所者）のデータ入力及び管理 ⑥-1健康診断指示者（訓練所入所者）のデータ入力及び管理

⑦ 登録者、補欠者のデータ
入力及び管理

⑦-1 登録者、補欠者のデータ入力及び管理

＊①④⑤⑦について必要な簡易ソフトは各社で準備（Excel、Filemaker等で作
成可能ﾚﾍﾞﾙ）

⑦-1 登録者、補欠者のデータ入力及び管理

＊①④⑤⑦について必要な簡易ソフトは各社で準備（Excel、Filemaker等で作
成可能ﾚﾍﾞﾙ）

9）その他 P）その他 ①その他上記に付随する業
務

①-1合格者・補欠者・登録者・有資格登録者から住所等登録データの変更が
あった場合、変更を入力する。
①-2ボランティアシステム（選考関連）の保守管理を行う。
①-3 その他上記に付随する業務

①-1合格者・補欠者・登録者・有資格登録者から住所等登録データの変更が
あった場合、変更をDB（新登録制度用）入力する。
①-2ボランティアシステム（選考関連）の保守管理を行う。
①-3その他上記に付随する業務
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評価項目新旧対照表
別紙10

従来の評価項目 本契約に係る評価項目

配点 配点

必須審査項目 70 イ.必須審査項目 50

1 【社の業務経験・能力等】 15 (イ) 経済的基盤

(1) 類似業務の経験（同種の業務経験は十分と認められるか。） 10 a.
委託業務を確実に追行できるだけの経理的基盤を有していること。
（評価項目）直近3期分及び直近の決算期以降入札日が属する月の前月末までにおいて債務
超過の状態にないこと。

-

(2) コンプライアンスに関し、資格・認証（プライバシーマークまたはISO27001)を有するか。 5 (ロ) 実施体制

2 【業務の実施方針、業務実施体制等】 30 a.
委託業務を遂行可能な人数が確保されているか。また、人員のバックアップ体制が確立して
いるか（緊急時の対応含む）。

-

(1)
総合評価落札方式選定説明書の理解度（業務指示書の内容を正しく把握し、要件を全て満た
した上で提案を行っているか。）

5 (削除) b.
選考業務を円滑に実施するために必要な役割分担、業務従事者の配置及び機構との連絡体制
等が示されているか。

-

(2)
基本方針の妥当性（本業務で目指す方向性や留意事項の記載があり、具体的な提案を行って
いるか。）

10 (ハ) 事業計画

(3)
実施方法の妥当性（本案件を遂行するために、特に以下の項目について十分な配慮が考慮さ
れているか。）

（15/95） a.
業務実施方針及び方法は、ボランティア事業及び事業の実施に当たり確保されるべきサービ
スの質を踏まえたものとなっているか。

-

e.
個人情報の管理方法は適切であるか。

15 (ニ) 情報セキュリティ対策

3 【業務責任者】 15 a.
情報セキュリティ対策は機構の「情報セキュリティ管理規程（別紙８-③参照）」を遵守し
ているか。

-

a. 類似業務（選考支援関連業務）の知識・経験は十分か
15 (削除) b.

情報漏洩防止をはじめとする情報セキュリティを確保するための体制を整備し、責任者を配
置すると共に、各種マニュアルを作成しているか。

-

4 【要員計画・バックアップ体制の妥当性】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 10 c.
コンプライアンスに関し、資格・認証（プライバシーマークまたはISO27001等）を有する
か。

-

a.
本件実施のための実施体制・トラブル発生時のバックアップ体制等は業務運営に支障が出な
いように計画提案されているか。当機構からの要望等に迅速･柔軟に対応できる体制が備
わっているか。

10

配点 配点

任意審査項目 130 ロ.加点審査項目 150

2 【業務の実施方針、業務実施体制等】 80 (イ) 民間事業者の経験・能力等 <10>

(3)
実施方法の妥当性（本案件を遂行するために、特に以下の項目について十分な配慮が考慮さ
れているか。）

（80/95） a. 過去に類似業務（データ処理業務、一般事務等）の実務経験等を行った実績の有無。 10

a.
募集(要望取りまとめ及び応募相談)について、仕様書の内容を把握し、適切な業務内容が提
案されているか。また、業務実施及び管理方法は妥当であるか。 20 (削除) (ロ) 業務の実施体制、実施方針等 <110>

b.
選考について、仕様書の内容を把握し、適切な業務内容が提案されているか。また、業務実
施及び管理方法は妥当であるか。

20 a.
本JICAボランティア選考支援業務を円滑かつ効率的に実施するための体制が提案されている
か。

【10】

c. 業務を確実に遂行できる工程を提案しているか。また、業務工程は妥当かつ効率的か。 20 b. 経歴、能力等、円滑に業務を運営するための人材を確保しているか。 【10】

d.
業務を遂行する上で、適切な業務実施体制及び必要十分な要員が確保され、効率的な配置と
なっているか。 20 c. 機構が求めているサービスの質を確保するための体制等が提案されているか。 【50】

3 【業務責任者】 20 ・
選考情報の正確性の保持：選考データをはじめ、各種データを正確に入力、管理し、求めら
れたときには指定の形で提供するための提案

[10]

b. 業務責任者としての能力が十分と認められるか
10 ・

積極的なコミュニケーション及び円滑な連絡調整の実施：多くの関係者とコミュニケーショ
ンを取り、円滑に連絡調整を進めていくための提案

[10]

c. 国際協力参加経験はあるか
10 (削除) ・ 受験者に配慮する形での業務の実施：受験者に正確に情報を提供するための提案 [10]

4 【要員計画・バックアップ体制の妥当性】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 30 ・ 円滑な二次選考会場運営：当日の円滑な会場運営に関する提案 [10]

b. 業務従事者の経験･能力は十分か。 20 ・ その他の提案事項（エコ対応に関する提案等） [10]

C. 本件実施に対する幅広い知見・ネットワーク、情報収集能力を持っているか。 10 (削除) d. 情報セキュリティ等 【40】

・
情報セキュリティについて、個人情報の盗難、亡失及び漏洩の防止に関する具体的かつ現実
的な計画を立案しているか。

20

技術評価点合計 200 ・
クレームやトラブル等の事故防止対策、各種ハラスメント防止のための社員向け研修の実施
等の手立てを講じているか。

20

(ハ) 業務従事者の経験・能力等 <30>

a.
業務総括者は、本JICAボランティア選考支援業務の多様な業務の総括を行えるマネジメント
力を有し、類似業務（データ処理業務、一般事務等）の経験があるか。

【15】

b.
各主任又はスタッフは、本JICAボランティア選考支援業務を適切に行える能力、類似業務
（データ処理業務、一般事務等）の経験があるか。

【15】

技術評価点合計 200

評価項目

評価項目

評価項目

評価項目
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【様式１】 

選考支援業務企画書 

1.事業概要 

主たる事業の概要、従業員数、事業所の所在地、代表者略歴及び主要株主構成並びに他の者との

間で競争の導入による公共サービスの改革に関する法律施行令(平成 18年政令第 228 号)第 3条に規

定する特定支配関係にある場合には、その者(以下、「親会社等」という。) に関する上記情報。そ

の他会社概要誌等を添付。 
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【様式２】 

2.類似業務実績 

本実施要項 2.（3）で示す業務の過去 3 年間の類似業務の実績を記載すること。 

業務名 発注者 時期 業務内容・請負金額等 
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【様式３】 

3.実施体制 

(1)業務実施体制 

1)組織体制、要員計画及びバックアップ体制 

2)全体責任者（総括主任）名、主任名、スタッフ名と役割分担 

3)機構，関係者との連絡体制(緊急時の対応含む) 

 

(2)業務従事者の経歴、能力(全体責任者、主任については、データ処理業務、一般事務等類似業務に従

事した実績を詳しく記載すること) 
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【様式４】 

4.事業計画 

(1)業務実施の基本方針 

1) ボランティア事業の概要及び事業の実施に当たり確保されるべきサービスの質を踏まえた業務実施の基

本方針 

2) 業務実施スケジュール、業務実施方法及び各選考過程での準備、実施、評価に際しての留意事項 

 

 

 

70



 
 

【様式 5】 

4.事業計画 

(2)クレームやトラブル等の事故防止対策、情報セキュリティ対策、各種ハラスメント防止についての考え方

及び社内研修等の実施状況 
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【様式 6】 

5.質の確保に関する考え方 

(1)以下の項目について、簡潔にまとめること。なお、必要に応じ、業務毎に提案書を作成すること

ができる。 

1)本業務の実施全般に対する質の確保についての考え方 

 

 

 

 

2)質の確保に関する提案事項 

注１：Ａ４判１ページ以内で記載すること。 

注２：業務毎に作成する場合は、業務毎にＡ４判１ページ以内で記載すること。 
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【様式 7】 

6.業務実施方法 

(1)業務内容（2．（3））について、具体的な実施方法を記載する。業務が確実に履行されることを示

す根拠や、同業他社と比較した際の優位性を記述すると共に、業務コスト削減につながる具体的な

提案を記述する。 

業務項目 

※2.(3)に定める項目

を明記 

概略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 1：業務実施方法の詳細については【様式 8】に記載する。 

注 2：表の枠が不足する場合は適宜追加すること。 
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【様式 8】 

7.各業務の実施方法 

(1)各業務の１項目につき１枚以内とする。 

 

1)業務の内容 

 

 

 

2)業務の実施方法 

注 1：１つの項目毎に、それぞれＡ４判１ページ以内で記載すること。 

注 2：定量的に提案できる項目は具体的な数値等を提案すること。 
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【様式 9】 

8.再委託に関する事項 

      

 

再委託する業務 名 称 住 所 

再委託の業務の内容、企業名、住所、再委託先

の業務履行能力、調達方法、報告徴収その他の

業務管理の方法等 

 

      

      

      

      

      

      

      

注：落札事業者は、本契約締結後やむを得ない事情により再委託先を変更する場合は、機構の承認

を得なければならない。 
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【様式 10】 

資格審査申請書 

 

平成  年  月  日 

 

独立行政法人国際協力機構 

契約担当役 殿 

 

 

［案件名                    ］への参加資格に対する審査を申請いたし

ます。なお、この申請書の全ての記載事項及び添付書類については、事実と相違ない事を誓約しま

す。 

 

１． 申請者 

ふりがな  

会社名  

ふりがな  

代表者 

役職名・氏名 
 

直近決算日 平成   年   月   日 

本社所在地 

〒 

 

TEL： 

FAX： 

 

 

２．営業担当連絡先 

営業担当 

窓口連絡先 

（本社所在地

と 同 一 の

場 合 は 記

入不要） 

〒 

TEL： 

FAX： 

部署名  

ふりがな  

営業担当者 

役職名・氏名 

 

 

Email： 
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３．希望する資格の種類 

資格の種類 
注）希望する資格に○印をご記入く

ださい。（複数選択可） 

物品の製造  

物品の販売  

役務の提供等  

 

４．経営状況 

 別紙に必要数値をご記入ください  

 

５．添付書類 

添 付 書 類 
確認欄 

添付したものに○
をつけてください。 

１ 登記簿謄本（写）  

２ 財務諸表（直近１ヵ年分）  

３ 納税証明書その３の３（写）  

注）公的機関が発行する書類（１．登記簿謄本（写）、３．納税証明書）に

ついては、発行日から３ヶ月以内のものに限ります。 

 

  ６. 公示情報等に関するメールマガジン配信希望  

公示情報の種類 

希望する公示情報に○印を

ご記入下さい。（両方選択

可） 

コンサルタント契約の公示情報のメールマ

ガジン 

 

一般契約（機材、物品、役務一般、印刷及び

製造等の購入、建設・設備工事）の公示情報

のメールマガジン 

 

※上述「営業担当連絡先」のメールアドレスと異なる場合のみ下記欄にご記載ください。 

メールマガジン配信先

E-mail  

 

 

本申請書に記載された情報は、氏名を除き一般公開の対象となります。また、当機

構において、個人情報に関する部分は、入札競争・プロポーザル選考・見積徴収等の

実施に際し、企業選定と資格確認のためにのみ利用されます。 

 

国際協力機構記入欄 

受領日 平成  年  月  日 
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 別 紙  

１． 営業実績 

販売、製造等の営業実績（売上高）を直前２ヵ年分記入する。 

直前決算年度（千円） 直前々決算年度（千円） 平均実績額（千円） 

Ａ Ｂ ①（Ａ＋Ｂ）／２ 

 

２．自己資本額 

直前決算時の金額を記入する。なお、欠損はマイナス表示とする。 

 直前決算時（千円） 剰余（欠損）金処分（千円）

資本金  

準備金・積立金 (注１) (注２) 

次期繰越利益（欠損）金   

小 計 Ａ Ｂ 

合 計 ②Ａ＋Ｂ 

注１：法定準備金＋任意積立金 

注２：利益処分額－（配当金＋取締役等賞与金+納税引当金）－積立金取崩額－次期繰越利

益金 

 

３．流動比率 

直前決算時の金額を記入する。 

流動資産（千円） Ａ ③Ａ／Ｂ×100（％） 

流動負債（千円） Ｂ 

 

４．営業年数 

④        年 

 

５．機械設備等の額（営業品目が「物品の製造」に該当する場合のみ、記入願います。） 

機械装置類（千円） 運搬具類（千円） 工具その他（千円） 合 計（千円） 

   ⑤ 

 

※上記金額は、千円未満を四捨五入すること。 

 

以 上 
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別添１

上期 下期

＜ボランティア支援業務＞ ＜募集支援業務＞
募集支援業務

＜選考支援業務＞

1）選考支援業務
一般競争入札

選考支援業務
2）要請データ管理業務
（JICA直営による実施の方向
で検討中)

要請データ管理業務
3）応募相談業務
　　JICA直営により実施

応募相談業務

＜訓練・研修支援業務＞

1）派遣前研修実施業務
一般競争入札

技術補完研修支援業務

2）派遣前訓練実施業務
(二本松)　一般競争入札

合同研修支援業務

3）派遣前訓練実施業務
(駒ヶ根)　一般競争入札 第1回

5月
第2回
9月

第3回
11月

第4回
3月

第1回
4～6月

第2回
7～9月

第3回
10～12月

第4回
1～3月

派遣前訓練支援業務

契約数 1 3 3 6 8

訓練・研修
支援
業務

Ｈ23年度 Ｈ24年度

1)首都圏　一般競争入札

2)東海圏　一般競争入札

3)近畿圏　一般競争入札

選考支援業務 一般競争入札

3
分
割

5
分
割

派遣(原則2年間で派遣月は7月、10月、1月、3月の年4回)

JICAボランティア事業支援業務契約見直しの経緯

訓練・研修支援業務 一般競争入札

3
分
割

募　集

合同研修
(語学免除者及び短期ボランティア)

派遣前訓練

Ｈ25年度
Ｈ22年度

選考
支援
業務

二本松

駒ヶ根

JICAボランティア事業の流れ

4)九州圏　一般競争入札

5)その他地方部　JICA直営により実施

1次選考：12月
2次選考：1月

JICAボランティア事業支援業務契約見直しの経緯及びボランティア事業の流れ

選　考

技術補完研修 技術補完研修(対象者のみ)

1次選考：6月
2次選考：7月

春募集 秋募集
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別添2

JOCV SV10会場別二次選考地方実施面接規模想定表

都道府県名 会場
面接グループ数*二
次選考日数（案）

24春JOCV 24春JOCV
面接グループ数*二
次選考日数（案）

24春SV 24春SV

1 北海道 JICA札幌・帯広 2G*1日 45 45 1G*1日 20 20

2 青森県 JICA東北 3 2
3 岩手県 JICA東北 6 2
4 宮城県 JICA東北 11 3
5 秋田県 JICA東北 2 1
6 山形県 JICA東北 4 1
7 福島県 JICA東北 4 2
8 茨城県 東京 21 14
9 栃木県 東京 9 3

10 群馬県 東京 9 4
11 埼玉県 東京 53 10
12 千葉県 東京 44 23
13 東京都 東京 203 44
14 神奈川県 東京 99 27
19 山梨県 東京 6 0
98 海外* 東京 15 11
20 長野県 東京 18 4
15 新潟県 東京 12 4
16 富山県 JICA北陸 2 1
17 石川県 JICA北陸 9 2
18 福井県 JICA北陸 2 1
21 岐阜県 JICA中部 7 4
22 静岡県 JICA中部 26 6
23 愛知県 JICA中部 57 8
24 三重県 JICA中部 14 4
25 滋賀県 JICA兵庫 9 3
26 京都府 JICA兵庫 43 4
27 大阪府 JICA兵庫 70 12
28 兵庫県 JICA兵庫 33 14
29 奈良県 JICA兵庫 11 6
30 和歌山県 JICA兵庫 0 1
31 鳥取県 JICA兵庫 2 0
33 岡山県 JICA四国 12 5
35 徳島県 JICA四国 4 1
37 香川県 JICA四国 4 1
38 愛媛県 JICA四国 10 2
39 高知県 JICA四国 3 3
32 島根県 JICA中国 3 4
34 広島県 JICA中国 20 4
35 山口県 JICA九州 7 4
40 福岡県 JICA九州 43 13
41 佐賀県 JICA九州 7 1
42 長崎県 JICA九州 9 1
43 熊本県 JICA九州 13 5
44 大分県 JICA九州 4 2
45 宮崎県 JICA九州 9 3
46 鹿児島県 JICA九州 7 6

47 沖縄県 JICA沖縄 1G*1日 18 18 1G*1日 4 4

合計 1022 300

*一次辞退、一次不合格を除く
*日本語教師は、技術面接があるため、東京で二次選考を実施予定だが、便宜上右を加味せず、居住都道府県別で作成

2G*1日 30 111G*1日

1G*1日 13 4

6G*4日 489 144

1G*1日 23 8

3G*1日
2G*1日

104 22

99 352G*1日

4G*2日 168 40

3G*1日
2G*1日

2G*1日 33 12

5G/6G*2日

1G*1日

1G*1日

2G*1日

1G*1日

1G*1日
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シニア海外ボランティア
新登録制度

JICAボランティア制度概念図

現職教員特別参加制度

働く人の所属先推薦制度

民間連携
ボランティア制度

長期

短期

青年海外協力隊 シニア海外ボランティア

＊現職教員特別参加制度は、国立および公立学校の教員が、身分を保持したまま青年海外協力隊（日系含む）へ参加するための制度で、一次選考技術審査の代わ
りに文部科学省による推薦制度をとっていることが一般の募集と異なります。

＊働く人の所属先推薦制度は、ある程度の技術と経験が必要とされる派遣要請に的確に応えていくために、社会経験を積み、現に当該職種に関する分野で活躍して
いる方々が、所属先に身分を置いたまま青年海外協力隊（日系含む）に参加すること(現職参加)を促進、支援するための制度で、所属先の長またはそれに代わる人事
上の責任者等の推薦による一次選考技術審査免除制度です。

別添3
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別添4

＜選考データ管理業務（長期ボランティア、短期ボランティア）＞

一次受験者に送付

人物面接委員に送付

二次受験者に送付

ボランティア

システム

応募者調書

データベース

応募者
応募（不備）管

理

データベース

①応募書類の受付

内容確認

不備チェック

データ入力及び管理

②一次選考結果

入力及び管理

③二次選考結果

入力及び管理

技術専門委員

健康管理課

郵送
受験番号登

録

内容チェック

登録

登録 一次選考結果

データベース健康判定

データベース

人物面接委員

健康管理課

二次人物情報

ファイル

二次健康情報

ファイル

登録

登録

紙ベースで回

収

二次選考結果

データベース

健康判定

データベース

紙ベースで回

収

技術面接委員

（JOCV、SV一部の

職種のみ）

二次技術情報

ファイル

登録紙ベースで回

収

面接聴取用紙

技術評点票

一次評点票

応募書類

一次合否

判定用資料

ボランティア

システム

ボランティア

システム

受験者 登録紙ベースで回

収
希望隊次

アンケート

希望隊次情報

ファイル

二次合否結

果通知

受注者が作成、

管理するデータベー

ス

JICAで管理している

既存のデータベース

CSVファイ

ル

面接資料

ファイル

応募受領通

知

面接聴取用

紙

職種別

選考状況

都道府県別

選考状況

二次合否

判定用資料

職種別

選考状況

都道府県別

選考状況

国別選考

結果

一次選考結果

情報ファイル

受験者情報

ファイル

一次技術情報

ファイル

一次健康情報

ファイル

二次選考結

果情報ファイ

ル

一次合否結

果通知

紙
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技術専門委員への支払い

提出状況を報告

健康診断料の支払い

オファー、繰上げが
成立した場合

繰上げ合格、オファー合格者に送付

なお、青年海外協力隊、シニア海外ボランティア、短期ボランティアそれぞれで一部入力、出力内容が異なる場合があります。

④受験者旅費データ

入力及び管理

⑧登録者、補欠者

データ入力及び管理

⑤技術専門委員謝金

データ入力及び管理

（短期除く）

⑥資格取得指示者

データ入力及び管理

（SV、短期除く）

⑦健康診断指示者

（訓練所入所者）

データ入力及び管理

受験者

紙ベースで回収

旅費

とりまとめ

健康診断料

情報ファイル

技術専門委員
紙ベースで回収

合格者

（該当者のみ）

紙ベースで回収

登録者/補欠者

管理

データベース

合格者管理

データベース

振込先情報、

再検査/交通費

の領収書（該当者の

振込先情報

ボランティア

システム

合格者

（該当者のみ）

資格取得報告書

健康診断書

登録者 登録/補欠

合意書 ボランティア

システム

合格通知

振込指定口座

情報ファイル

受験者への支払

い

登録者コメント

技術専門委員管理

データベース

決裁案

決裁後、取り込み
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＜選考データ管理業務（SV新登録制度）＞

応募者

新登録制度

管理データベース

（国内共有のみ）

①応募書類の受付

内容確認

不備チェック

データ入力及び管理

②一次選考結果

入力及び管理

③二次選考結果

入力及び管理

技術専門委員

健康管理課

郵送
番号登録

内容チェック

登録

登録

人物面接委員

健康管理課

登録紙ベースで回収

紙ベースで回収

面接聴取用紙

技術評点票

応募書類

一次合否判定

用資料

二次合否判定

用資料

合否結果、不合

格理由ファイル

二次合否通

知

合否結果、

不合格理

由ファイル

一次合否通

知

新登録制度

管理データベース
（国内共有のみ）

新登録制度

管理データベース

（在外と共有）

ボランティア

システム

当てはめ要請が見
つかり次第、

該当者情報の入力

JICAで管理している

既存のデータベース

CSVファイ

ル

受注者が作成、

管理するデータベー

ス

登録

健康判定

データベース

健康判定

データベース

合格通知決裁案

決裁後、取り込み
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受験者への支払い

技術専門委員への支払い

訓練入所者への支払い

④受験者旅費データ

入力及び管理

⑤技術専門委員謝金データ

入力及び管理

⑥健康診断指示者

（訓練所入所者）

データ入力及び管理

受験者
紙ベースで回収

合格者 提出状況管理

データベース
健康診断書

新登録制度

管理データベース
（国内共有のみ）

振込先情報、

再検査/交通費

の領収書（該当者の

技術専門委員
紙ベースで回収

振込先情報 技術専門委員管

理データベース
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個人情報の取り扱い

＊シニア海外ボランティア、青年海外協力隊、短期ボランティアで取り扱う資料等が一部異なるため、要注意。

受注者

要請

応募者調書

応募用紙

技術試験解答用紙

健康診断書

健康に関する調書

推薦書（働く人の所属
先推薦制度用）

応募者データ

一次合格者データ
（職種別）

技術専門

委員

健康管理課

web試験

管理業者

人物面接

委員

職種
担当

受験番号採番

語学力申告台紙

入所予定者
（訓練所別）

健康診断書

健康に関する調書

（マ）応募者調書

（マ）応募用紙

応募者調書

応募用紙 PDF化

技術試験解答用紙

応募者調書
1枚目のみ

一次合否決定後

（マ）応募者調書

（マ）応募用紙

技術専門

委員

技術試験解答用紙

推薦書（働く人の所属
先推薦制度用）

語学力申告台紙

健康管理課
審査後、保管

二次選考 再検査結果

二次合否決定後

国担当用
二次合格者セット（国別）

合格要請

語学力申告台紙
推薦書（働く人の所属

先推薦制度用）

再検査結果

派遣等に関する
調書

金融機関情報

航空運賃申請書・
領収書

健康診断費用
申請書・領収書

派遣等に関する調
書

応募者調書

応募用紙

一次/二次
不合格者

登録者

原本 写

二次受験者から回収

技術試験
解答用紙

技術評点票
面接聴取用

紙

二次合格者セット
（職種別または受験

番号順）

（マ）PDFデータ

応募者調書

応募用紙

在外事務所
送付用（国別）

PDFデータ

応募者調書

応募用紙

審査後回収

審査後すべ
ての関連資
料を回収

技術評点票

面接聴取用
紙審査後すべ

ての関連資
料を回収

受注者が10年

保管後廃棄処分

各隊次
入所2週間前

（辞退、繰上げを反映）

（マ）PDFデータ

応募者調書

応募用紙

PDFデータ

応募者調書

応募用紙

PDFデータ

応募者調書

応募用紙

合格者分（国別）

（マ）PDFデータ

応募者調書

応募用紙

PDF化

全登録者分

入所予定者
（訓練所別）

マスキング無
PDFデータ

応募者調書（コ）
応募用紙（コ）

応募者調書

応募用紙

応募者調書

応募用紙

全受験者

マスキング処理

事前配布

応募者調書

応募用紙

当日配布

応募者調書

応募用紙

当日配布

金融機関情報

航空運賃申請書・
領収書

健康診断費用
申請書・領収書

二次選考終了
まで保管

二次合否決定後回収

技術試験
解答用紙

技術評点票
面接聴取用

紙
応募者調書

応募用紙

二次登録者セット
（職種別）

技術試験
解答用紙

技術評点票
面接聴取用

紙

応募者調書

応募用紙

応募者調書

応募用紙

要請
（マ）応募者調書

（マ）応募用紙

要請

要請（マ）応募者調書

（マ）応募用紙

応募者調書

応募用紙

事前配布

応募者調書

応募用紙

要請
←要望調査票ファイルメーカー（既存）

から出力

データ

事前配布

（マ）個人情報の箇所をマスキング処理したもの

回収済み文書
⇒溶解処分

（マ）応募者調書

（マ）応募用紙

応募者調書

応募用紙

応募者から回収

（応募受理しなかった書類については、応募者に返送）

技術評点票
または
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2012/5/24 

シニア海外ボランティア新登録制度の運用について 

青年海外協力隊事務局 

 

1. 背景 

(1)登録職種の問題 

現在、長期 SV の募集においては「本募集期を対象とする要請の中に自分に適

した要請がない場合に、ご自身で指導科目を設定して応募していただくことが

できる制度」として、有資格登録制度を設定しており、同制度へ応募する場合

は「要請一覧または JICA ボランティアウェブサイト上に掲載している指導科目

及び要請内容については有資格登録による応募はできません」としている。つ

まり、現状の有資格登録制度では毎募集期にコンスタントに要請がでるような

職種での登録はできない制度となっており、在外からみると、有資格登録制度

の登録人材は、必ずしも優先度が高い職種でない場合が多く、この点が有資格

登録人材を有効活用できない大きな問題となっている。 

(2)スケジュールの矛盾 

現状では二次選考後、合否が確定した段階で初めて有資格登録制度に合格し

た人材、及び最終二次選考まで残った方で、技術、語学、人物も一定のレベル

をクリアしているが、競合で要請には当てはめられない人材をを登録人材とし

て在外に示し、締切を設けてオファーをつのる形をとっている。しかし、その

タイミングは、在外にとっては次期募集期の SV 要請を提出した後であり、新た

にオファー要請を作る余裕はない状況である。 

(3)SV の語学問題 

SV は、派遣前訓練の 2 ヶ月間で業務使用言語を学んでもらっているが、派遣

後の語学の成果があがっていない場合がある。そのため今後は、受験言語を業

務使用言語とするとともに、要請で求められている業務使用言語のレベルをク

リアしていることを合格基準とすることで、語学ができる人材をとり、訓練で

も語学研修を業務使用言語のブラッシュアップ研修、サバイバルレベルの言語

を習得する生活言語導入研修の形とする予定である。 

従って今まで以上に合格のハードルは高くなり、未確保案件が多く発生する

ことが想定されることから、すでにリピーター等で技術と語学の両方の能力を

持つ人材を予め確保し、想定される未確保を穴埋めしていく必要がある。 

 

以上の問題を、①登録職種を JOCV 事務局側で指定し、募集すること、②通年

で要請を受け付け、オファー要請を在外の通常業務として取り込むことで在外

にとっても使いやすい、すなわちニーズのあるところに、より的確な人材を適
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時に派遣できるような制度とすることが可能となる。加えて語学ハードルがあ

がることで、合格者が減り、未確保となる案件が増えるため、そこへ当てはめ

る人材を予め確保することにもつなげられる。 

 

2. 制度の目的及び想定できるメリット 

シニア海外ボランティア新登録制度の導入によって、以下の目的の達成が可

能となる。 

・ニーズのあるところに、より早く的確な人材を派遣し、活動してもらう。 

・未確保案件の逓減に貢献する。 

・在外における潜在的なニーズの発掘を促進する。（例：医師） 

・調査団ベースで要請開拓のサポートをしてもらう。（在外からの依頼による） 

 

3. 応募資格 

・過去 5年間に SV の経験がある人 

・67 歳以下の人(2 年間の登録活動期間を確保するため) 

・適宜、ｵﾌｧｰに応えることができる方（時間的な融通が可能な方） 

 

4. 登録期間及び登録解除条件 

(1)登録期間：短期要請、長期要請ともに対応できるようにするため、2 年とす

る。健康診断はオファーが成立した段階で必要に応じ、受診してもらい、クリ

アすれば正式な派遣決定とする。その際の受診料は JICA 負担とする。 

(2)登録解除設定条件 

・ 期間中に満 70 歳を迎えた場合。 

・ 健康診断で Dレベルと判定された場合。 

・ 就職、家庭の事情等で時間的融通がきかなくなったとき（基本的に本人の申

し出による）。 

・ オファーを 2回連続して断った時 

・ その他事務局長が解除相当と認めるとき（合意書（別添 1）違反等、ボラン

ティアとしての資質を欠く行為が認められた場合） 

 

5. シニア海外ボランティア新登録制度への登録職種及び想定する活用方法 

(1)登録職種について 

シニア海外ボランティア新登録制度に登録された人材を積極的に活用して

いくことを考えると、登録職種は要請がコンスタントに出てくる職種である

ことが望ましい。そのためシニア海外ボランティア新登録制度に登録する職

種は、過去 3 年間（6 募集期）で要請が 1 募集期あたり 3 件以上、提出され
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ている上位 20 職種を当面、登録職種とする。 

経営管理 上下水道 職業訓練 電子工学 

品質管理 行政サービス 電気・電子機器 養殖 

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ技術 養護 観光業 化学・応用化学

自動車整備 廃棄物処理 看護師 料理 

理数科教師 経済・市場調査 工作機械 環境行政 

なお、登録職種の見直しは、在外事務所への要望調査等を通して、複数の事

務所から要望がある職種を加えるなど、要望調査の時期などを活用し、定期

的に行う。 

(2)登録された人材の活用方法 

・ オファー要請、未確保要請、短期ボランティア等への当てはめ 

・ その他、事務所等からの要望により検討（例：シャトル型派遣、現地での要

請開拓のサポート（調査団）等） 

 

 

 

 

 

 

 

6. 募集及び選考スケジュール 

・ 短期ボランティアの募集に合わせて年 4回、シニア海外ボランティア新登録

制度で募集している職種を明示し、必要に応じて募集を行う。 

・ 選考についても短期ボランティアの選考のスケジュールに合わせて行う。 

・ 一般への周知については、24 秋募集での説明会及び HP にて行う。 

・ なお、シニア海外ボランティア新登録制度に関する応募書類は、すべてＨＰ

からダウンロードする形とする。 

 

7. 本制度開始時期 

平成 24 年度短期ボランティアの第 3回募集（11/5 に HP に詳細アップ予定）

より、募集を開始する。なお、直前の 24 年度秋募集においても制度につい

ての紹介は行う。 

 

8. 有資格登録制度の廃止 

シニア海外ボランティア新登録制度が導入されることに伴い、自分で自由に

職種を設定できた有資格登録制度については 24 年度秋募集より廃止するこ

シニア海外ボランティア新登録制度人材を対象としたオファー要請は

長期、短期を問わず、通年で受け付ける（＝先食いを認める）が、在外

が要請を出す段階と、地域課が要請をチェックしている段階が登録人材

の活用を考える段階として最適であることから、公募前の時点での登録

人材リストチェックを強化お願いしたい。 
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ととする。なお、廃止に関する連絡は 24秋募集での説明会及び HPにて行い、

シニア海外ボランティア新登録制度への誘導を行う。 

 

以上 
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～グローバル人材育成のために～ 

民間連携ボランティア制度 
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 昨今、企業の若手社員の育成のために青年海外協力隊への参加を検討している企業か
らの問い合わせが増えています。事業の新興国への展開、開発途上国を対象としたBOP
ビジネスへの関心の高まりなど、企業活動がグローバル化する中、それに対応するための
グローバルな視野や素養を備えた人材の確保も喫緊の課題となっています。 
 
 社員を青年海外協力隊に参加させ、開発途上国でのボランティア活動を経験させること
により、語学のみならず、ビジネスに不可欠な幅広い視野、高度なコミュニケーション能力、
異文化適応能力などを身につけさせ、帰国後に企業活動へ還元させることが期待されて
います。 
 
 JICAではこのようなニーズに応えるよう、企業と連携してグローバル人材の育成に貢献
する青年海外協力隊のプログラム「民間連携ボランティア制度」を創設しました。 

民間連携ボランティア制度 

―２― 



派遣された青年海外協力隊員は、公的機関に配属され、組織の一員として、上司や同僚と
相談しながら活動計画を策定します。計画(Plan)→実行(Do)→検証(Check)→改善(Action)
を繰り返し、計画を遂行するために関係者と協力し合い、周りの人を巻き込みながら活動
を進めていきます。現地の人々と同じ言葉を話し、同じ目線でともに生活・協働しながら開
発途上国の課題に向き合い、国づくりのために活動するのが青年海外協力隊です。 
 
 
 

【活動事例】 

青年海外協力隊としての活動 

職種 要請内容（例） 活動（例） 

村落開発普及員 
地域住民の自立を念頭にした生活改
善、および収入向上等を通じて地域
の活性化を図る。 

１．ニーズの発掘・調査（課題把握） 
２．農産物や手工芸品の制作企画・販売 
３．「手洗いと公衆衛生」講習会の実施 

コンピュータ技術 
大学の理工学部IT 学科にて、授業
の質的改善と教師の指導力向上を
図る。 

１．授業の実施 
２．教師のためのセミナーの実施 
３．学内ネットワークの整備 

経済・市場調査 
観光振興を目的に、民芸品の品質の
向上、販売促進を図る。 

１．顧客ニーズの収集、分析、提案 
２．商品開発 
３．販売促進ツールの作成 

青尐年活動 
児童保護施設にて、様々なアクティビ
ティーを通じて生活を充実させ、児童
の健全育成を図る。 

１．アクティビティの考案・実施 
２．イベントの企画立案・実施 
３．クラブ活動・委員会活動の導入 

感染症対策 
感染症予防対策など地域全体の保
健・衛生の向上を図る。 

１．罹患状況の把握 
２．データの管理、分析、活用 
３．啓発ツールの作成 

食品加工 
大学にて、食品科学、農作物の収穫・保
存方法、マーケティング分野の講義を担
当し、授業の質的改善を図る。 

１．授業の実施 
２．授業で収穫した農作物の加工 
３．加工品の提案 

土木 
空港・道路・橋梁の点検・保守メンテ
ナンスを担当し、同僚の技術向上を
図る。 

１．維持管理計画の策定 
２．現場での施工管理 
３．区画整理 

電気・電子機器 
職業訓練校にて、訓練コースの改善
と教員の技術及び指導力向上を図る。 

１．授業の実施 
２．教員のためのセミナーの実施 
３．訓練コースの見直し 

自動車整備 
技術短期大学にて、実習を中心とし
た授業を担当し、新型車両に関わる
整備技術の向上を図る。 

１．授業の実施 
２．廃材を活用した実習機材の導入 
３．カリキュラムの見直し 

―３― 

※以下の事例は、ほんの一部にすぎません。同じ職種でも要請内容は個々に異なります。また、活動部門は農林
水産・加工・保健衛生・教育分野・スポーツなど多岐に渡り１２０を超える職種があります。P10をご覧ください。 



青年海外協力隊の開発途上国での2 年間の活動は決して平坦な道のりではありません。

日本のように仕事の環境が整っているわけでもありませんし、また予想すらできない問題
が次々と目の前に現れます。日本の常識が通用しない中で、困難や逆境に立ち向かいな
がら、生活様式や文化、習慣の異なる現地の人とともに活動することで、グローバルな視
野、創意工夫・企画力、精神力・忍耐力、語学力、コミュニケーション力等が培われます。 
 
これらの能力を備えた青年海外協力隊経験者は主に以下①～③の3 点において特に優れ

ていると採用企業等から評価されています。 

活動を通して培われる力 

活動上のさまざまな障壁 

文化・習慣・常識の違い 仕事に対する姿勢の違い 

人材・情報・予算の不足 言葉の壁 

企業からの評価 

 
 
 
 
 
先進国と途上国との両方で生活
と仕事をした経験から、多様な文
化を受け容れることができ、日本
から世界を見るだけでなく、世界
全体の中で日本を捉える視野を
持ちます。また、多種多様な
人々との交わりの中で、日本人
としてのアイデンティティーを育
み、人種・国境を越えた人間形成
が助長され、想定外の状況にも
対処し得る柔軟性が磨かれます。 

 
 
 
 
 
日本での常識が通用せず、人・
物・金が不足する受入国では、
試行錯誤の連続です。前例のな
いこと、現地の人々がこれまでで
きなかったことを彼等自身が考
えて実施するための手助けをす
るうちに、コミュニティーに溶け込
みながら、創意工夫力や企画力、
問題解決力、調整力が高められ
ます。また、日本では考えられな
い苦労を通じて、逞しい精神力
が鍛えられます。 

 
 
 
 
 
英語・スペイン語・フランス語・中
国語・ほか尐数言語など、各途
上国での活動で培った実用性の
ある外国語の能力を身に付けま
す。人々と同じ目線で活動し、相
手の話をよく聞いて、伝えるべき
ことをしっかり伝えることを通じて、
課題解決に向けた交渉力や人
間的な信頼関係を築く能力を養
います。 

これらを乗り越える中で培われる力とは 

２ 
グローバルな視野・ 

異文化適応能力 

課題解決力・企画力・ 

精神力・マネージメント力 

１ ３ 
コミュニケーション力・ 

交渉力 

―４― 



従来の制度との違い 

募集時期 
①春募集（4月上旬～5月中旬）と②秋募集
（10月上旬～11月上旬）の年2回の公募 

随時 

選考 

・一次選考：書類選考（応募者調書、職
種別試験問題による技術審
査、健康診断） 

・二次選考：面接、語学力審査 

・社内での公募及び人選の上、JICAに推薦 
・JICAにて書類選考（応募者調書、健康診
断）、面接、語学力審査を実施 

受入国 JICAが合格時に決定 

企業のニーズを踏まえて決定 要請内容 JICAが合格時に決定 

職種 個人が応募時に選択 

派遣期間 原則2年間 
原則１～2年とし、企業とJICAの協議により
決定 

派遣前訓練 

・参加必須 
・年4回（固定） 
①4月上旬～6月中旬 
②7月上旬～9月中旬 
③10月上旬～12月中旬 
④1月上旬～3月中旬 

原則参加とし、①～④の中で企業とJICAの
協議により決定 

派遣時期 

・派遣前訓練修了後、出発 
・年4回（固定） 
①6月下旬 
②9月下旬 
③12月下旬または1月上旬 
④3月下旬 

従来の制度と同じ 

補てん制度 あり（有給休職による参加の場合） なし 

各企業のニーズに合わせ、受入国や要請内容、職種、派遣期間等をカスタマイズするのが
民間連携ボランティア制度です。 

―５― 

個人が自発的意思により応募 
個人の意思に加え 

企業が組織としてコミット（参加） 

従来の制度 民間連携ボランティア制度 

※中小企業についてはP8をご覧ください 



民間連携ボランティア制度の流れ 

民間連携ボランティア制度は企業とJICAによる協議から始まり、以下のような流れで進め
られます。 

―6― 

従来の制度 民間連携ボランティア制度 

   
    

② 案件形成 

JICA本部 JICA在外事務所 受入国政府 企業 

④ 社内人選 

⑤ 選考 

⑥ 合否判定 

⑩ 合意書締結（協力隊員⇔JICA) 

⑪ 派遣 ⑫ 活動 

情報共有・調整 

推薦 

⑨ 技術補完研修・
派遣前訓練 

⑬ サポート 
モニタリング 

⑭ 帰国報告会 

⑮ 復職 

③ 要請 
提出 

③ 要請 ③ 要請 
共有 

⑦ 判定結果受領 

連絡・相談 

① 受入国、活動内容、派遣時期・期間について 
   協議し、合意書を締結（企業⇔JICA） 

⑧ 身分措置 



参加資格 

●満20歳から満39歳（応募時） 
●知識・技術・経験を有する方 
●心身ともに健康であること 

JICAの支援体制 

予防接種 受入国／地域の必要性にあわせて次の予防接種を実施しています。 
●狂犬病、破傷風、A型肝炎、B型肝炎 
●黄熱病（指定国のみ）        
●ポリオ、日本脳炎（流行国のみ） 

●日本国籍を持つ方 
●基礎的な英語力 

派遣前訓練 現地で使用する言語の語学講座（170時間以上）を中心に、受入国について
の講座、安全対策や健康管理の講座等を実施し、派遣前に必要なことを
習得していただきます。訓練は、国内のJICA訓練施設で65日間にわたり、
合宿形式で行われます。 

―7― 

参加者本人 

企業 ●株式会社（特例有限会社含）または持分会社（合同会社、合資会社、
合名会社）であること  ※会社法（平成17年法律第86号）に基づく 

※TOEIC330点／英検3級同等以上 

健康 受入国によっては、日本人の看護師を在外健康管理員として配置して
います。協力隊員の健康管理にかかる相談、病気・医療情報の提供、
現地医療事情の調査、疾病発生時の対応、現地医療従事者とのネット
ワークの構築などを行っています。また、受入国において、より信頼のお
ける医療が受けられるよう、現地医師と顧問医契約を結んでいます。な
お、現地では対応できない傷病が発生した場合、契約の保険会社を通
じて医療体制が整った国や都市に移送します。 

安全 現地の治安、犯罪防止策、交通安全対策、公共交通機関利用時の注意
等、その国特有の状況や対策について情報提供を行っています。 

 
 

環境に応じて、無線機の設置、衛星携帯電話の配備、携帯電話の貸与
（通話料自己負担）などを緊急時の連絡手段として行っています。 

現地での治安の悪化が予測される場合や緊急時には、受入国や他国
の安全な場所に一時的に避難させています。 

在外事務所 各受入国にはJICA在外事務所を設置しており、協力隊員が円滑なボ
ランティア活動を行い、現地で安全な生活を送れるようにサポートする
スタッフを配置しています。 

通信連絡手段 
の確保 

 
 

緊急事態 
への対応 

～派遣前～ 

～派遣中～ 



対象期間：青年海外協力隊としての訓練・研修期間及び派遣期間 

条件：●補てんの対象期間に対し、有給休職の措置をとること 

           ●企業が、補てん対象者に対して法令上加入義務のある全ての社会保険に加入 
               させていること 

      給与補てん         賞与補てん 
   社会保険料事業 
      主負担相当額 

           退職金給与 
         引当金相当額 

該当協力隊員の 
基本給 
× 

80％ 

該当協力隊員の 
賞与 
× 

80％ 

 
 

１ ２ ３ ４ 

× 
15.5％ 

１ 

× 
15.5％ 

及び 
２ 

× 
11％ 

１ 

× 
11％ 

及び 
２ 

人件費補てんの月額上限額 

※人件費補てんの上限額は55万円です。 

JICAが協力隊員（社員）の所属先（企業）に対して、①給与補てん額合計、及び
②賞与補てん額合計の一定割合を一般管理費等の補てんとしてお支払いします。 

人件費の補てん制度 

一般管理費等の補てん制度 
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社員が青年海外協力隊に参加している期間、当該社員への給与等は企業にご負担
いただくことを基本とします。しかしながら、中小企業については、申請に基づき、以下
の補てん制度を適用できます。           ※中小企業の定義は中小企業基本法第2条に準ずる 

中小企業の皆様へ 

派遣時の待遇（JICAから支給） 

受入国の生活事情に基づき、定額を支給します。なお、この現地生活費は、
あくまでも現地の生活に要する実費であり、給与や報酬ではありません。 

受入国から住居の提供がない場合は、国・地域毎に定められた上限額
の範囲内で支給します。 

現地生活費 

住居費 

往復渡航費 日本と受入国との赴帰任時の旅費（航空賃・交通費・日当・宿泊費等）を
支給します。 



事例紹介 
サントリーホールディングス株式会社 

 「グローバル人材」育成のために 
 社員を協力隊に派遣 
 

 新たなマーケットを求めて新興国・途上国
に進出する上で欠かせないのが、「グロー
バル人材」の育成です。当社では、グロー
バルビジネススキルと専門性をもって、どん
な国の人ともしっかりコミュニケーションが
取れ、異文化を受容しながら業務を遂行で
きる社員を育てるために、新しい試みとして
、社員を青年海外協力隊に参加させること
にしました。協力隊での経験を通して、グロ
ーバルなビジネスに不可欠な、語学力・異
文化理解力・コミュニケーション力を身に付
けてもらうのが目的です。 
 
 拠点のない国にも、安心して社員 
 を派遣できる 
 

 海外での人材育成プログラムを検討する
にあたり、「人材の先行投資」も意識して、
今回は拠点のない国にも社員を送り込むこ
とは決めていました。しかし、その方法が見
つかりませんでした。仮に送り込めたとして
も、現地でトラブルが生じた場合、対処でき
ない可能性があります。そんな時に、JICA 

が企業と連携してグローバル人材の育成に
貢献する青年海外協力隊のプログラムを検
討しているという話をうかがいました。派遣
実績が豊富で健康・安全面の対策も充実し
ているJICAなら、安心して社員をお預けでき

ると考え、参加を決めました。「これは渡り
に船だ！」という感じでした（笑）。 

 具体的には、社員１名を青年海外協力隊
員としてベトナムのホイアン市に派遣し、現
地企業を対象にした環境教育の啓発活動
に携わってもらいます。企業が環境保護に
取り組むことの意義や、当社の経験やノウ
ハウを伝えるのが主な役割です。当社では
、この新たな人材育成プログラムに、熱意
あふれる28 歳の社員を選びました。現在は

当社のエコ戦略部で活動内容のレクチャー
を受けるなど、派遣に向けて着々と準備を
進めています。 

 協力隊では、グローバル人材としての基
盤になる部分や周囲の人たちをまとめてい
く力などを身に付けさせ、帰国後は、現地で
培った能力をビジネスで生かしてほしいと
考えています。協力隊の活動で習得する現
地語のスキルも活用できるといいですね。
東南アジア展開において、有力な駐在員候
補になると思います。 
 
 
 「ビジネスパートナー」としてのJICA 
 
  
 今回はJICA と当社がタッグを組み、活動

内容などを一緒に検討しました。現地から
の要望を満たすと同時に、当社のCSRビジョ

ンや人材育成の目的にもフィットした、理想
的なプログラムに仕上がったと思います。当社
の海外拠点に人材を預ける場合とは、現地
での経験や人との関わり方が大きく異なる
ため、どのような成長をしてくれるのか、非
常に楽しみにしています。 
 JICAにはビジネスパートナーとして期待し

ています。当社はグローバル人材を育成し、
JICAは企業での経験を生かして活動できる
隊員を派遣できる。理想的なWin-Winの関
係ではないでしょうか。JICAの活動を自社に

取り入れることで、グローバルな企業力を
高めると同時に、日本の存在感を世界中に、も
っと強く示してもらえたらと思います。 

キャリア開発部 
課長 
 
伊藤 博之さん 
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青年海外協力隊派遣現況  2012年2月29日現在 

活動部門 
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アジア

654名

27%

中東

145名

6%アフリカ

967名

41%

大洋州

222名

9%

中南米

405名

17%

活動地域 
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中南米

17%, 405名 アジア

27%, 654名

中東

6%, 145名

アフリカ

41%, 967名

大洋州

9%, 222名
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アジア

27%, 654名

中東

6%, 145名

アフリカ

41%, 967名

大洋州

9%, 222名

中南米

17%, 405名

派遣中の人数 2,393名 
（男性：997名 女性1,396名） 

平均年齢 約28歳 



国内拠点 TEL/E-MAIL 所在地 所轄地域 

JICA北海道 
（札幌） 

011-866-8333 
jicasic@jica.go.jp 

北海道札幌市白石区本通16丁目
南4-25 

北海道（道央・道北・道南） 

JICA北海道 
（帯広） 

0155-35-1210 
jicaobic@jica.go.jp 

北海道帯広市西20条南 
6-1-2 

北海道（道東） 

JICA東北 
022-223-5151 
jicathic@jica.go.jp 

宮城県仙台市青葉区一番町4-6-1 
仙台第一生命タワービル15階 

青森県・岩手県・宮城県・ 
秋田県・山形県 

JICA二本松 
0243-24-3200 
jicanjv@jica.go.jp 

福島県二本松市永田字長坂4-2 福島県 

JICA筑波 
029-838-1111 
jicatbic@jica.go.jp 

茨城県つくば市高野台3-6 茨城県 

03-3400-7717 
chikyuhiroba@jica.go.jp 

東京都渋谷区広尾4-2-24 
栃木県・群馬県・埼玉県・千葉県・ 
東京都・新潟県・山梨県 

JICA横浜 
045-663-3251 
jicayic@jica.go.jp 

神奈川県横浜市中区新港2-3-1 神奈川県 

JICA駒ヶ根 
0265-82-6151 
jicakjv@jica.go.jp 

長野県駒ケ根市赤穂15 長野県 

JICA北陸 
076-233-5931 
jicahric@jica.go.jp 

石川県金沢市本町1-5-2  
リファーレ（オフィス棟）4階 

富山県・石川県・福井県 

JICA中部 
052-533-0220 
jicacbic@jica.go.jp 

愛知県名古屋市中村区 
平池町4-60-7 

静岡県・岐阜県・愛知県・三重県 

JICA関西 
078-261-0341 
jicaksic@jica.go.jp 

兵庫県神戸市中央区脇浜海岸
通1-5-2 

滋賀県・京都府・大阪府・ 
兵庫県・奈良県・和歌山県 

JICA中国 
082-421-6300 
jicacic@jica.go.jp 

広島県東広島市鏡山3-3-1 
鳥取県・島根県・岡山県・ 
広島県・山口県 

JICA四国 
087-821-8824 
jicaskic@jica.go.jp 

香川県高松市番町1-1-5  
ニッセイ高松ビル7階 

徳島県・香川県・愛媛県・高知県 

JICA九州 
093-671-6311 
jicakic@jica.go.jp 

福岡県北九州市八幡東区平野2-2-1 
福岡県・佐賀県・長崎県・熊本県・
大分県・宮崎県・鹿児島県 

JICA沖縄 
098-876-6000 
jicaoic@jica.go.jp 

沖縄県浦添市字前田1143-1 沖縄県 

お問い合わせ先 

JICA地球ひろば 

独立行政法人国際協力機構（JICA)  
青年海外協力隊事務局  参加促進・進路支援課 

TEL：03-3400-9932   E-MAIL: jvtpc@jica.go.jp  
東京都渋谷区広尾4-2-24 

2012年6月 
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